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は じ め | ヒ

近年、エレク トロニクス、新素材、バイオテクノロジーをはじめ、第 3次技術革新といわ

れる工業技術の発展はめざましいものがあります。これら先端技術の進展に対応して、県内

工業の、特に中小企業の技術水準の向上と技術開発力の強化のための機関の設置が、滋賀正

業会を|よ じめとする各種産業団体の強い要請と努力により、工業集積が高く、交通の利便性

が良い、緑濃き素晴らしい環境の栗東町丘陵に実現しました。

電子、機械、材料、化学、食品およびデザイン等広範囲な分野を対象とした総合的な試験、

研究、指導機関として「滋賀県工業技術センター」が設置されるとともに、高度技術者の養

成、技術情報の収集提供、技術交流等ソフ トな技術開発基盤の確立を求めて、産・官共同に

よる第 3セクター「 (財 )滋賀県工業技術振興協会」が設立され、両機関の相互補完による表

裏一体の運営を図ることにより、地域に開かれた工業技術振興の拠点づくりを目指すもので

あります。                                ′

工業技術センターは、昭和60年夏にオープン以来 1年有余を経過しましたが、その運営に

あたつては、産業界、大学、行政からなる「工業技術振興懇話会」の適切なる提言をうけ、

「主役は県内企業 (技術者)」 をモツトーに、事業の展開を図つています。

技術相談、指導に関しては、技術ア ドバイザーや巡回指導制度とともに、企業が直接、大

学教授による相談・指導を受けられる特別技術相談制度を実施し、技術問題の解決はもちろ

ん産学の連携促進につながるものと期待しています。

研究活動は県内企業への技術移転を目指した応用研究を主軸に、併せて先導的研究をも実

施するという内容の「工業技術センター研究指針」を策定、この方向に治つて、メカ ト□二

クス応用の自動化生産システムの研究、複合材料の評価に関する研究等に着手したところで

ありますが、京都大学等の右手の先生方の支援を受ける研究参与制度を設け、センターの研

究活動の加速化をはかつています。

当センターの特色の一つに、試験分析機器の全面開放があります。最新の高度な機器類約



300点以上を整侑し、企業の主体的参加を求め、技術のレベルアツプと機器の効率的利用を

はかることを目的にしています。機器利用技術講習会等により利用技術の普及に努め、使用

上の トラブルも殆どなく、利用頻度も大幅に増大しつつあります。

「 (財 )滋賀県工業技術振興協会」は当センター内に設置され、年間を通じ、実習を重視し

た技術研修事業、」OIS、 PATOLIS等 の技術情報提供事業、異業種交流グループの

育成等技術交流事業を 3本柱に活動の輸を拡大しつつあります。

両機関とも、小さく生れましたが、このPoE体制整備を始め基礎固めに終始してまいりまし

たが、一層の質的充実のため鋭意努力し、県内企業に愛され、信頼される機関として歩んで

まいる所存であります。

昭和62年 9月

滋賀県工業技術センター

所 長  畑  信 夫
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I.設置の目的と経緯



設置の目的と経緯

本県の工業は、昭和30年代後半から新規工場立地の進展により大きく発展 してきました。中でも

一般機器、輸送用機器、電気機器等の加工組立型産業は、昭和30年代には本県の製造品出荷額の約

10%で あったものが急速に発展し、昭和55年 には40%に 達するなど工業構造が大きく変化 してきま

した。こうした状況の中にあって、本県進出企業と在来中小企業間では技術水準の格差が大きく、

また、企業間の連携 。協力体制が十分でないこともあって、中小企業の技術力向上、支援体制整備

の要請は急激な技術の進歩に呼応 してますます強まり重要な課題となってきました。これまで、県

内には、地場産業の発展に資するための機能を果たしている機関はあっても、県内工業の全般的課

題に深くかかわ り、県内の工業に対 して基盤的役割を果たす機関は未整備でありました。とくに、

本県産業の主要な部分が高度で先端・先進的な技術を必要とする電子・機械・精密加工等の業種に

転換してきたことや、これら業種や複合技術に関連する協力企業群の技術水準の向上が不可欠となっ

てきたことなどにより、今後とも本県産業の中核となるこれら業界への技術力向上支援体制を充実

することが極めて肝要となってきました。さらに、一方、こうした時代背景の中で、本県工業の経

営努力や行政施策のみでは対応 し得ない状況にあり、企業相互間の連携や産 。学・官の連携により

各分野に分散され、個別に蓄積されてきた技術ポテンシャルを結集するなど、適切に処理 していか

ざるを得なくなってきました。このような課題に応えるため、また産業界からの強い要請もあり、

産地を中心とした従来の試験研究機関に加えて、電子、機械、化学、食品、材料、デザインなど、

広範な分野を対象とする総合的な試験研究指導・研修機関として、さらには、本県工業技術振興の

拠点として、工業技術センターを早急に新設することとなりました。なお、昭和57年 8月 に策定さ

れた「滋賀県工業技術センター基本計画Jの 内容および設立に至までの経緯の概要は以下のとおり

です。

.(1)基本計画の概要

ア 設置の目的

工業技術センターは、本県工業の活性化を図るために、工業技術開発を総合的かつ効果的に推

進するとともに、技術開発基盤の強化に資するために設置する。その具体的な目的は、

(ア )将来的な地域技術の創出

特に中小企業の将来発展に結びつくような地域固有の技術の創出を図る。

(イ )適正技術指向の企業の育成

多様化・ 多元化の方向にある社会のニーズに適切に対応 し得る産業技術の開発と成果の企業ヘ

の移転を図る。

(ウ )高付加価値型産業の育成

先端技術の適用による近代化、高付加価値化を図る。

(工 )多様な技術分野の創出

本県の経済社会の安定的で均衡ある発展に資するために、多様な技術分野の創出を図る。

(オ )人材の育成
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本県工業の将来を担 う人材の育成を図る。

(力 )地域資源の有効活用

本県に歴史的に蓄積されてきた技術や人的資源・ 自然的資源の有効活用を図ること等である。

イ 基本的性格

工業技術センターが本県工業の発展に資するためには、県内外の産業大や研究者、さらに県民

に親 しまれるものであることが必要である。そのために、次のような基本的性格を有するものと

する。

(ア )産 。官・ 学の連携の拠点

これからの技術開発は、産・ 官・ 学の各界・ 各分野に分散 され個別に蓄積されてきた技術ポテ

ンシャルを再結集することにより取 り組んでいく必要があるので、三者との人的交流・技術交流・

情報交流のための諸施設 。設備を整備 し産・官・ 学の連携拠点としての性格を備えたものとする。

(イ )大企業と中小企業の連携

本県経済社会の均衡ある発展を目指すために,よ 、大企業と中小企業との間で、相互に役害」を分

担 しあい、それぞれがもてるポテンシャルを相互に高め合 うためのシステムづくりが必要である。

そのため、工業技術センターは、大企業と中小企業が共通的に抱える課題を相互の協力によって

解決するための場、また、それぞれがもつ資質を提供 し合 うための場とする。

(ウ )企業の主体的参加の要請

工業技術センターが真に実効的な機関としての機能を果たすためには、県内各企業の工業技術

センター運営への積極的協力と工業技術センターの事業への主体的参加が望まれる。行政サービ

スの充実もさることながら、本県経済社会において基盤的役割を果た している各企業と行政とが

協力 し合い、相互の役割を果た してい くことが必要である。

(工 )社会の発展 。変化方向への柔軟な対応

工業技術センターは、現在の技術的背景に即 したものであると同時に、将来的な社会の発展・

変化方向にも、柔軟に対応できるものでなければならない。その建物 自体が将来的な需要の変化

に応えられるものであるとともに、その運営組織が常に活力と柔軟性に富んだものであることが

要請 される。

(オ )創造的技術開発指向

従来の公設試験研究機関が地域的ニーズに十分に対応 しようとするあまり、ややもすれば 日常

的・短期的業務にウエイ トを置かざるを得な くな り、その結果として、中 。長期的な視点からの

技術開発に取 り組みにくくなっている現状 も踏まえ、工業技術センターは、中小企業の技術水準

の向上に寄与する事業を推進するとともに、長期的視点に立って将来的な技術シーズを育ててい

くこととする。

ウ 機能と事業内容

(ア )機能

工業技術センターは、先に示 した目的を果たすために、次の 8機能を備えるものとする。

○ 研究企画機能
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○ 技術開発機能

○ 試験・分析機能

○ 指導・助言機能

○ 教育・研修機能

○ 情報収集・提供機能

○ 技術交流促進機能

○ 人的交流促進機能

(イ )事業内容
(造成工事……栗東町 )

上記の各機能に対応する事業内容を、次のとおり設定する。

○ 研究企画

。 県内企業の技術開発ニーズ・ シーズ、技術の市場性、先端技術の県内企業への適用可能性

等に関する調査研究の実施

。 上記調査研究を踏まえた研究テーマの設定および研究計画の立案

。 県の工業技術政策の立案

・ 研究部門間および他機関との共同プロジェク トの企画および管理等

○ 技術開発

・ 県内企業への成果の移転を前提とした自主技術開発および国、大学、他府県等の試験研究

機関との共同技術開発の実施

。 県内企業との共同技術開発の実施

・ 県内企業からの受託研究の実施等

○ 試験・ 分析

・ 県内企業からの試験 。分析依頼の受託

・ 県内企業への開放試験室の提供および試験 。分析機器の使用指導等

○ 指導・助言

・ 県内企業への巡国技術指導

・ 県内企業への先端技術の適用・指導等

○ 教育 。研修

。 県内企業の技術者の教育 。研修の実施

・ 県内企業の経営者 。管理者の研修の実施

。 県内企業の技術開発支援人材の養成等

○ 情報収集 。提供

・ 特許等技術情報の収集および提供

・ 先端技術製品情報の収集および提供

・ 試験・分析データの蓄積および活用

・ 特許等のスクリーニングサービスの実施等      (起
工式 59716)

○ 技術交流促進
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。 異業種間共同技術開発の企画および調整

・ 企業間の技術の仲介およびあっせん

○ 人的交流促進

・ 先導的経営者・研究者・技術者と県内企業の経営者・技術者のフェイス・ ツー・ フェイス

の人的交流の促進

工 運営の基本的方向

(ア )運営主体

工業技術センターの設立 目的からは、その運営主体は、公共的性格が強 く、 リーダーシップを

発揮 していける機能であることが望まれ、また、多大な運営資金と長期的視点に立 った運営が不

可欠の要素であることから県が主要な運営主体となることが必要である。ただ し、企業的経営が

成立可能な事業部門 (教育 。研修、情報収集・提供、技術交流等)では、官・民の出資になる第

ニセクターを設置するなど官民共同による運営を行 うのが妥当である。

(イ )運営方針

○ 企業ニーズヘの対応

常に県内の各企業とコンタクトを保ち、技術開発、生産管理、人材育成等にかかわる企業ニー

ズの把握とその実現化に努めることとする。

○ 運営の基本的方向づけのための委員会の設置

産業界 。学界からの提言を取 り入れるために、産業界・ 学界の先導的立場にある人たちを含

め、工業技術センター運営の基本的事項について協議する委員会を設置する。

○ 研究企画機能の充実

研究企画機能は、 1.県 内企業の技術開発ニーズ 。シーズの把握をは じめとする調査研究を

実施 し、 2,それらを踏まえた研究テーマの設定および研究計画の立案を行 うとともに、 3.

県の工業技術政策を立案 し、 4.工業技術センター運営の企画・ 調整および予算編成にかかわ

り、 5。 部門間の共同プロジェク トの企画および管理を行 う工業技術センターの中枢的機能で

ある。そのため、工業技術センターにおいては、産 。官 。学の先導的研究者・技術者の支援を

得ながら、この機能の充実を図ってい くこととする。

○ マ トリクス型組織による弾力性の高い運営

工業技術センターの組織は、通常は部門ごとに日常業務を実行 しながら必要に応 じて各部門

から専門的能力をもった人材を結集 してプロジェク トチームを編成するマ トリックス型組織を

採用 し、弾力性の高い運営を行 うこととする。

○ 積極的な人材確保と適切な人材活用

工業技術センターにおいては、創造力、実行力等の資質を備えた人材が必要とされる。

このため、各スタッフの個性とポテンシャルに応 じて、業務遂行に有効な組織編成を行 うと

ともに、各スタッフの資質の向上のための教育に積極的に取 り組むこととする。

なお、将来にわたって活力を維持 してい くため、適材適所の人員配置に留意するとともに、

既設試験研究機関等との間の人事交流によって、各スタッフの個性と能力を生か してい くこと
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が必要である。

(2)設置までの経緯

昭和54年 3月

昭和55年 9月

昭和56年 11月

昭和57年 2月

昭和57年 3月

昭和 57年 5月

昭和57年 5月

昭和 57年 5月

昭和57年 6月

昭和57年 6月

草津商工会議所会頭から「湖南地区に高等技術研修所設置について」の要望

書の提出

草津商工会議所会頭から「県立工業技術センターの設置について」の要望書

の提出

草津商工会議所会頭から「県立工業技術センターの早期設置について」の要

望書の提出

「県立工業技術センター設 |||| ■ |・
―
・  || ■|■■■■■ |

計・調査予算計上 (内定)」  ●  I      II●
(昭和57年度予算知事復活   |     | ! |

20,000=FF])

栗東町長、栗東町議会議長

から、「県立工業技術セン

ターの町内設置について」

の要望書の提出

「滋賀県工業技術センター

基本計画検討部内ワーキン

ググループJの設置

「滋賀県工業技術センター

基本計画検討会議」

「滋賀県工業技術センター

基本計画第 1回検討会議 J

(概要説明と検討事項の協

議 )

滋賀県物産振興会会長から

「県立工業技術センターの

建設に関 してJの要望書の

提出 (木工品、竹工品その

他雑貨、食品加工、産業デ

ザイン部門の併設 )

「滋賀県工業技術センター

基本計画第 2回検討会議」

(セ ンターの機能等の検討 )

滋賀県食品産業協議会会長

から「県立工業技術センター

工事風
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昭和57年 6月

昭和57年 7月

昭和57年 7月

昭和57年 8月

昭和58年 2月

昭和58年 2月

昭和58年 2月

昭和58年 3月

昭和58年 3月

昭和58年 3月

昭和58年 4月

昭和58年 9月

昭和59年 二月

昭和59年 4月

昭和59年 5月

昭和59年 6月

昭和59年 7月

昭和59年 7月

昭和59年 7月

昭和60年 3月

内に食品部門設置について」の陳情書の提出

(社 )滋賀工業会会長から「県立工業技術センターの設立について」の要望書

の提出

「滋賀県工業技術センター基本計画第 3回検討会議」 (ニ ーズ調査結果、業

務内容等の検討 )

栗東町長、栗東町商工会会長および栗東企業懇話会会長から「県立工業技術

センター設置用地取得協力表明J陳情書の提出

「滋賀県工業技術センター基本計画第 4回検討会議」 (基本計画 (案 )の検討 )

県立工業技術センターの施設、規模、用地面積等方針および昭和58年度予算

内定

栗東町長から、「県立工業技術センター設置用地を上砥山地先に確保 し、造

成工事についても受託する旨表明J早期立地決定を要請

滋賀県商工労働部長、栗東町に対 し「県立工業技術センターの用地確保を依

頼」 (約20,000ゴ )

栗東町議会  「県立工業技術センターの用地取得と造成工事等を草津・ 栗東

開発事業団への委託事業とすることを議決」

商工労働部長、県議会において「県立工業技術センター建設場所を栗東町に、

敷地約20,000∬ 、建物延べ5,000ず J表明

「滋賀県工業技術試験研究施設整備基金条例」制定 OE昭和60年 3月 29日 条例

第12号により (滋賀県工業技術センター施設整備基金条例)に改称〕

栗東町長と「県立工業技術センター建設事業用地の代行買収および造成工事

に係る協定 (書 )」 を締結

土木部建築課 (設計委託～滋賀県建築設計監理事業協同組合)「県立工業技

術センター建物設計 コンペJの審査

本館～ 爛丸山建築事務所  実験棟～ 蜘森野設計事務所

栗東町「県立工業技術センター産設用地の造成工事」起工

「工業技術センター開設準備室」設置 (室長以下 6名 )

土木部建築課「県立工業技術センター建物設計」完了

「県立工業技術センター建物工事入札J 落札者建築本館・ 140辻 正工務店

(設備)爛中島電業所、中由電気工業爛、新菱冷熱・桑村産業 」V、 実験棟

(建築)酬北中工務店 (設備)爛鎌田電気工事店、硼国松設備工業所、別棟・

丸屋建設爛

栗東町「県立工業技術センター建設用地の造成工事J完工

県議会「県立工業技術センタ▼建物建設工事の契約の締結について」を議決

「 県立工業技術センター建物建設工事J着工

(財 )滋賀県工業技術振興協会設立
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昭和60年 3月

昭和60年 3月

昭和60年 4月

「滋賀県工業技術振興基金条例」制定

「県立工業技術センター建物建設工事」完工

先端技術等の発展に対応 した県内企業の技術開発力の向上を図るため、電子、

機械、化学、食品、デザイン等広範な分野を対象とした総合的な試験、研究、

指導、研修等を実施する「地域に開かれた」工業技術振興の拠点施設として

業務開始

(交流サ ロン) (大研修室 )
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Ⅱ.業 務 概 要



1.試験研究業務の企画・推進

(1)工業技術センター開所記念事業

当センターの開所に伴い、「地域に開かれた工業技術振興の拠点Jに相応 しい記念式典、先端

機器の展示、および講演会を開催 し、県下工業の技術力向上のため、技術革新の進展と波及効果

等の啓発普及を図 りました。

昭和60年 7月 29日 開所記念式典 出席者  179名

7月 30日 記 念 講 演 会

演    題   「21世紀における日本と近江」

講    師 作家 堺屋 太一

先端機器展示

施設一般公開

来訪者  558名

(2)滋賀県工業技術振興懇話会

工業技術センターの設置に伴い、滋賀県工業技術振興懇話会を昭和60年 6月 27日 に設置 し、本

県工業技術の中 。長期的な技術展望および当センターのあ り方について、産 。学・官の各分野か

ら専門的な意見または提言を得てきました。

昭和60年度

第 1回工業技術振興懇話会

開 催 日  昭和60年 6月 27日 (木 )

開催場所  工業技術センター

議題等

・座長および座長代理の選出

座  長 越後 和典 滋賀大学経済学部教授

座長代理 山田  始 滋賀県立短期大学工業部教授

・工業技術センターの概要説明について

・滋賀県工業技術振興に関する調査について

。工業技術センターのあ り方について

第 2回工業技術振興懇話会

開 催 日  昭和60年 11月 11日 (月 )

開催場所 県庁内滋賀県議会第二委員会室

議題等

・ 工業技術センターの事業概要について

。滋賀県工業技術振興に関する調査 (中間報告 )

について

。工業技術センターのあ り方について

9



口召不口61勺三度

第 3回工業技術振興懇話会

開 催 日  昭和61年 8月 21日 (木 )

開催場所  肱賀 ビル比叡の間

議題等

。工業技術センター事業運営に係る産官学組織体制について

・滋賀県科学技術振興プラザの開催計画について

。滋賀県工業技術振興に関する調査報告について

。工業技術センターのあ り方について

第 4回工業技術振興懇話会

開 催 日  昭和62年 3月 6日 (金 )

開催場所  さざなみ荘

議題等

・ 工業技術センターにおける研究開発の方向性について

。最近の
「

業技術振興施策にういて

・ 工業技術センターのあ り方について

・工業技術センター研究指針の策定について

-10-



滋賀県工業技術振興懇話会名簿 (昭和60年度 )

高 井 八 良 課   長滋賀県商工労働部商工課

滋賀県工業技術センター畑    信  夫 所   長

飯 田 志農夫 部   長滋 賀 県 商 工 労 働 部

理 事 長(財)滋賀県iL業技術振興協会高 田 二 郎

速 水 諒 三 所   長大 阪 工 業 技 術 試 験 所

行   政

そ の 他

6     名

大 阪 通 商 産 業 局安 本 皓 信 商工部長

山  田 始 材  料  学同滋 賀 県 立 短 期 大 学

手 l~7 慶 通 信 情 報 工 学同大 阪 大 学

1司京   都   大   学木 村   光 応 用 微 生 物 学

越 後 和 典 同滋 賀 大 学 経  済  学学   識

5      4ζ

(五十剖同

神 戸 大 学岩  田 明 生 産 機 械 工学教   授

宅 信 同関 西 ア ル ミ 爛

西 河 勝 男 社   長蜘 暁 電 機 製 作 所

滋 賀 県 食 品産 業 協 議 会辰 巳 又 男 会   長

事業所長立 石 電 機 爛崎  山 九 夫

岸  田 定 同安 曇 川 電 子 工 業 帥

木 村 機 械 建 設 工 業 ltn木 村 新太郎 同

/Jヽ   )|| 彰 社   長湖 北 精 工 硼

東 レ 帥井  上  正 事業場長

工 場 長日本アイ・ ビー・ エム140石 田 清 二

産 業 界

10名

に十割隕)

事業部長松 下 電 器 産 業 lta伊 藤 輔 二

区  分 所 属氏     名 専 F弓 分 野役  職
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滋賀県工業技術振興懇話会名簿 (昭和61年度 )

課   長滋賀県商工労働部商工課高 井 八 良

所   長滋賀県工業技術 セ ンター畑    信  夫

部   長滋 賀 県 商 工 労 働 部上 原 恵 美

理 事 長(財 )滋賀県工業技術振興協会高 田 二 郎

所   長大 阪 工 業 技 術 試 験 所速 水 諒 三

商工部長大 阪 通 商 産 業 局安 本 皓 信

行  政

そ の 他

6     名

材  料  学同滋 賀 県 立 短 期 大 学山  田 始

通 信 情 報 工 学同大 阪 大 学手 塚 慶

応 用 微 生 物 学同京 都 大 学木  村 光

経  済  学同滋 賀 大 学越 後 和 典

生産 機 械 工 学教   授神 戸 大 学岩  田 明

学  識

5     名

(五十割贋)

事業部長松下電器産業爛エアコン事業部吉  田 和  正

工 場 長日本アイ・ビー・エム爛野洲工場山 本 和  夫

工 場 長積水化学工業帥滋賀水口工場森  本   達

同ア ル メ タ ッ ク ス は囀宅 信

社   長
llB暁 電 機 製 作 所西 河 勝 男

会   長滋 賀 県 食 品 産 業 協 議 会辰 巳 又 男

事業所長立 石 電 機 伽 阜 津 事 業 所崎 山 九 夫

同安 曇 川 電 子 工 業 lJIn岸  田   定

同木 村 機 械 建 設 工 業 爛木  村  新太 郎

社   長湖 北 精 工 m/1ヽ   )|| 彰

事業場長東 レ 爛 滋 賀 事 業 場井  上  正

経 済 界

11名

(劉嘲 瞬

専 F弓 分 野役  職所 属氏 名区  分
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(3)工業技術振興に関する調査研究

当センターは、本県工業の技術開発力強化のための基盤を整備 し、創造的技術開発の促進を図

ることを目的として設置されたものであ り、総合的な試験、研究、指導、研修等を実施する「地

域に開かれた工業技術振興の拠点J施設として大きく飛躍するための基礎資料を得るべ く、次の

調査研究を実施 しました。

昭和60年度

滋賀県工業技術振興に関する調査

調査期間  昭和60年 7月 ～12月

委 託 先  (財 )大阪科学技術センター

調査項 目  滋賀県における工業技術振興の基本方向

工業技術振興施策における工業技術センターの役割

工業技術センター事業活性化の具体方策

企業ニーズからみた工業技術センターにおいて推進すべき研究開発テーマ

昭和61年度

産学官連携による共同開発プロジェク ト推進に関する調査

調査期間  昭和61年 9月 ～昭和62年 3月

委 託 先  (社 )シ ステム科学研究所

調査項 目  滋賀県における技術開発の方向性

共同技術開発を核とした滋賀テクノベーションプログラム基本構想

滋賀テクノベーションモデルプログラム

共同技術開発推進の課題

(4)工業技術センター研究指針の策定

当センターはまだ研究開発業務においては緒についたところであ り、今後の当センターの研究

開発業務の進むべき方向性や公設試験研究機関としてのあ り方を、社会、経済、技術等の内外の

動向と県内企業の各分野におけるニーズ等を十分調査研究の うえ、来るべき21世紀に向けた研究

開発の方向性を中長期的に研究計画として策定すべきであ りますが、当面当センターが取組んで

い く研究の方向性を明らかにするため、「工業技術センター研究指針Jを策定 しました。

昭和62年 3月 6日   滋賀県工業技術振興懇話会に報告

同  3月 19日   滋賀県研究参与会議に報告

同  3月 31日  工業技術センター研究指針 策定

-13-



2.依頼試験分析 と開放試験機器の提供

(1)依頼試験分析

企業、各種団体や公共機関から依頼を受け、提出された材料・製品などの成分分析・各種試験

測定を行っていますが、昭和60年度に開設された全く新 しい機関であるため、これら業務に迅速

的確に対処するべく各種試験機器の整備を図るとともに、試験方法等について新 しい技術の習得

に努めています。開所以来の依頼試験業務の実績は次のとおりです。

昭和60年度依頼試験分析実施状況 (60年 10月 ～61年 3月 )

合 計 3110 868

キ ャ ス 試 験 16814

環 境 試 験

振 動 試 験

食品保存性

試   験
恒 温 恒 湿 試 験 14

時 間

合 計 37 270105

質

析

ポ

分

ん

量

た粗

定
食品物性・

微生物試験

精 密 測 定 表 面 粗 さ 測 定 16

定 量 分 析 13 18837

定 性 分 析

(全 成 分 )

2

析

＞分

分

成

性

定指

定

く

化 学 分 析

1212

12 12

材 料 試 験 硬  さ  試  験

金 属 組 織 試 験 | 2

件

10強 度 試 験

点 点

区   分 項 目 試 料 数件   数
測定数 お よび

成  分  数
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昭和61年度依頼試験分析実施状況 (61年 4月 ～62年 3月 )

計
21 3541171

振 動 試 験 10 45

耐 候 性 試 験 216

恒 温 恒 湿 試 験 40

湿 潤 試 験 72

環 境 試 験

キ ャ ス 試 験 15615 3168
時間

合 計 210 1148695

ア ノ 酸 分 析

食品物性・

微生物試験

16定 量 分 析 36 40

61定 量 分 析 154 559

定 性 分 析

(全 成 分 )

46 175175

析
＞分

分
成

性
定指

定
ぐ

3010 37

pH   測   定

化 学 分 析

2121

温 度 測 定 11 12

波 形 写 真 撮 影 8

耐 電 圧 試 験
電 気 ・

電 子 試 験

電 気 特 性 の 測 定 1710

金 属 組 織 試 験 17 18

硬 さ 分 布 試 験

硬  さ  試  験 15 15

材 料 試 験

件

強 度 試 験

点 点

区   分 項 目 試 料 数件   数
測定数 お よび

成  分  数
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(2)開放試験機器の提供

企業が生産技術の改善、製品の品質向上、新製品の開発等を目的として設備機器を利用し試験・

研究を実施しようとするときは、センター業務との関連性を考慮のうえ、可能な限 り利用に供 し

ています。その実績は次のとおりです。

昭和60年度 (10月 ～ 3月 )設備機器利用状況

分 野 別 利 用 件 数

分 野 別 主 な 利 用 機 器

月 別 利 用 件 数

-16-

2733203417実 企 業 数 16635

297694848375540延 企 業 数

1079362598053機   器   数 454

11)写10月項 目 合  計3月2月1月12月

27365331工業材料・化学食品 2916876

電 子 ・ 機 械 163391735232722

3月2月1月12月11月10月分 野 合  計

ス

機
一
験

力

試

ツ

■
Ｃ

ビ

一援
12実 体 顕 微 鏡

雑音総合評価試験機

Q  メ タ
11表面粗 さ測定機

絶 縁 抵 抗 計16動電形振動試験機 電 気 マ ッフル 炉16
フ ー リ ェ 変 換

赤外分 光光度計

8原子吸光分析装置21
イ ンス トロン型

万 能 試 験 機
低温恒 温恒 湿槽20真 円 度 測 定 機

10
マイクロビッカース

硬 さ 試 験 機
28金 属 顕 微 鏡疲 労 試 験 機24万能材料試験 機

11自記分 光光度計129
組織観察・硬さ試験

用試料調整機一式
万 能 投 影 機35二 次 元 測 定 機

件数機  器  名件数機  器  名件数機  器  名件数機  器  名

工業 材料・ 化 学 食 品 関係電 子 ・ 機 械 関 係



昭和61年度設備機器利用状況

分 野 別 利 用 件 数

分 野 別 主 な 利 用 機 器

月 別 利 用 件 数

-17-

27実 企 業 数 4928494434 44444140 5005347

87815057延 企 業 数 72778852 106938490 987

6285機 器 数 1276513189 11610510384102 1209140

5月4月項    目 9月8月7月6月 2月1月12月11月10月 合  計3月

工業材料 。

化 学 食 品
91532848 51677835 82556359 710

363437電子・機械 493040 42443335 4995861

5月4月分   野 8月7月6月 12月11月10月9月 3月2月1月 合 計

31万能 材料試験機 実 体 顕 微 鏡14耐電圧試験システム 19画 像 解 析 装 置37

14ガ ウ ス メ タ41真 円 度 測 定 機 原子吸光分析装置40金 属 顕 微 鏡 21

妨害波測定装置41表面粗 さ測定機 46
フ ー リ ェ 変 換

赤外分 光光度計
17 23熱 分 析 装 置

98二 次 元 測 定 機 93
型

機
口

験

ス

試

ン

ス言

イ

万
20絶 縁 抵 抗 計 23自記分 光光度計

99動電形振動試験機 24低温恒温恒湿槽 27粒度分布測定装置174
組織観察・硬さ試験

用材料調整機一式

機  器  名件数機  器  名 件数機  器  名件 数 件数機  器 名

電 子 ・ 機 械 関 係 工業 材料 。化 学 食 品関係



(3)技術相談指導

県内企業において新技術の導入や新製品を開発す るために生 じる種 々の問題点について相談・

指導を積極的に実施 し、当センターヘの来所による相談や大学教授 によるハイテクの特別相談、

技術課題に対 し企業の現地において指導を実施す る巡回技術指導制度や技術 ア ドバイザー制度等

多 くの企業の要請に応 えま した。 また、県内企業の技術者に対 し、当センター設置試験研究機器

の利用 を促進す るため、技術普及講習会を実施 しま した。その実債は、次の とお りです。

技 術 普及 (講 義 。実 習 ) 14回8 回

2回1回技 術 普及 (講   義 )

技 術 普 及 講 習 会

121件特 別 技 術 相 談

能企 業  (120日 )31企業 (125日 )技 術 ア ド バ イ ザ

7企業5企業公 害 巡 回

35企業35企業簡 易 巡 回

20企業21企 業般   巡   回

巡 回 技 術 指 導

2080 T4・609 辛辛技 術 相 談

昭 和 61年 度昭 和 60年 度

実 施 件 数 等
事   業  名
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60年度巡回技術指導

一般巡回技術指導

小  計

石 部 町

甲 西 町

野 洲 町

彦 根 市

金 属

1010小 計

石 部 町

水 口 町

八 日市市

甲 西 町

信 楽 町

栗 東 町

守 山 市

大 津 市

機 械

森野

山下

藤本

修範

等

豊彦

斉田 雄介

今西 康博

西内 廣志

河村安太郎

矢田  稔

川崎 雅生

月瀬 寛二

松本  正

池田 滋亜

山中 仁敏

桜井  淳

・部品組立の自動化

・制御盤の発熱量測定

・ アークおよびスポット

等溶接技術

・切削・研削加工技術

。計測技術

・NC機械の導入条件

・加工時における段取 り

の合理化

・ 工程の改善

・ 高真空溶接技術

・ アル ミニウム溶接技術

・小物・薄物の溶接技術

上田

宮原

藤本

源三

俊夫

斉田 雄介

今西 康博

西内 廣志

河村安太郎

矢田  稔

川崎 雅生

月瀬 寛二

池田 滋亜

山中 仁敏

・ ティグ溶接技術

・木型の製作

・ アルゴソ溶接技術

・焼入油の劣化防止

・熱処理品のスケール除

法

・ 工場 レイアウト

・ 半自動溶接

・ 生産技術システム

栗 東 町 1 1 豊 彦

3

外  部 内  部
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名

指  導  班
指 導 事 項
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2021合 計

小  計

木之本町

・ 糎殻の利用技術

・か しめの自動化

斉田 雄介

今西 康博

河村安太郎

川崎 雅生

関口 逸馬

松下 純二化  学

彦 根 市

小 計

斉田

西内

桜井

雄介

廣志

淳

林  國郎 。人工合成マイカの製造

技術

石 部 町電  気

内  部外  部
指 導 事 項

指  導  班
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名

簡易巡回技術指導

虎 姫 町

木之本町

栗 東 町

信 楽 町

野 洲 町

大 津 市

守 山 市

・生産システム総合改善

・ スパイラルエン ドミル

の再研磨

。部品組立の自動化

・ 機械振動の計測解析

・ 機械の防振対策

・ ダイヤモンドの研磨方

法

斉田 雄介

河村安太郎

川崎 雅生

月瀬 寛二

池田 滋亜

桜井  淳

大槻 泰幹

森野 修範

草 津 市

機 械
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小 計

車 津 市

栗 東 町金 属

・ 生産システム総合改善斉田 雄介

池田 滋亜

大槻 泰幹大 津 市

小 計 1211

草 津 市

大 津 市

愛 東 町

彦 根 市

浅 井 町

長 浜 市

虎 姫 町

木之本町

電 気

。生産システム総合改善

・ 部品の組立の自動化

・溶接部の電流の変動原

因の追求

斉田 雄介

河村安太郎

川崎 雅生

月瀬 寛二

池田 滋亜

桜井  淳

槻

野

大

森

幹

範

泰

修

甲 賀 町

1512小 計

今 津 町

八 日市市

内  部外  部
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名 指 導 事 項

指  導  班
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合 計 3530

小 計

信 楽 町

守 山 市その他

斉田 雄介

河村安太郎

川崎 雅生

大槻 泰幹大 津 市 ・ 生産システム総合改善

・パソコンとオフコンの

デー芽変換

・ 上鍋の銀 コーティング

技術

内 部外 部
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名 指 導 事 項

指  導  班

公害巡回技術指導

10合  計

小  計

宮原 俊夫愛知川町食  品 ・排水処理方法と排水処

理設備の選定

矢田

松本

稔

正

4小  計

栗 東 町

宮原 俊夫草 津 市機 械 ・ プレス加工に伴 う騒音

振動対策

斉田 雄介

河村安太郎

川崎 雅生

月瀬 寛二

桜井  淳
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61年度巡回技術指導

一般巡回技術指導

小  計

守 山 市

金 属

西内 廣志

河村安太郎

月瀬 寛二

桜井  淳

井上 栄一

長  朔男車 津 市 ・ SUS304材 とASTA/1

-F15材 またヤよSS41

材の溶接方法

・ ティグ溶接におけるピ

ンホールの発生防止

・灰酸ガスの溶接方法

小  計 1111

草 津 市

八 日市市

信 楽 町

大 津 市

栗 東 町

守 山 市

石 部 町

甲 西 町

機  械

斉田 雄介

井上 嘉明

西内 廣志

河村安太郎

川崎 雅生

清水  茂

月瀬 寛二

池田 滋亜

山中 仁敏

桜井  淳

井上 栄一

森野

宮原

神沢

佐藤

新庄

永井

潮

小林

藤本

修範

俊夫

一吉

昭三

秀光

芳治

康男

英昭

豊彦

甲 賀 町 ・工程間のマテハン

・機械化・ 省力化

・ ビー ト溶接機の導入と

溶接方法

。生産管理および工程管

理

・生産工程図の作成方法

・機械設計

・溶接ロボット導入

。電解研磨機導入

。品質管理

・ プラスチック成形加工

・ ノイズ対策

・生産技術

内 部外  部
対象地域業 種 名

指  導  班
企業数

施

数

実

日
指 導 事 項
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21合 計 20

小 計

その他

斉田 雄介

西内 廣志

川崎 雅生

山川 宏二大 津 市 ・水道管用埋設管の腐食

原因究明とその対策

小  計

マキノ町

食  品

1 三上 栄一今 津 町 ・佃煮製造工程中からの

排水処理方法

・ 未利用資源の有効利用

西

本

今

松

康博

正

2 2小 計

草 津 市

石 部 町

化 学

小 計

・組立工程の機械化 。省

力化

・樹脂注入作業の省力化

・ パーカッション溶接の

不良率低減対策

・ ポ リエチレン袋のシー

リング方法とその自動

化

・ セラミックスの用途拡

大

内  部

実

日

施

数
業 種 名 対 象 域

　

一

地

　

・

企業数
外 部

水 口 町 森野

佐藤

修範

昭三

斉田

井上

池田

桜井

雄介

嘉明

滋亜

淳

電  気

高 月 町 1

2

1 亀田 宗雄

林  國郎

斉田 雄介

今西 康博

指 導 事 項
指  導  班
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簡易巡回技術指導

小 計

大 津 市
金 属

水 口 町 月瀬 寛二大槻 泰幹

森野 修範

松下 純二

・ 生産システムの総合改

韮

・ ヒーターパイプ曲げ加

工の自動化

小  計 1719

朽 木 村

大 津 市

水 口 町

栗 東 町

今 津 町

蒲 生 町

信 楽 町

志 賀 町

草 津 市

安曇川町

守 山 市

八 日市市

機  械

藤本

大槻

森野

松下

豊彦

泰幹

修範

純二

・機械振動対策

・切削加工

・ 整列機の自動化

・ 内面研磨の自動化

・ 生産システムの総合改

善

斉田 雄介

井上 嘉明

河村安太郎

川暗 雅生

月瀬 寛二

池田 滋亜

桜井  淳

井上 栄一

内 部外  部

施

数

実

日
対象地域業 種 名 企業数 指 導 事 項

指  導  班
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3539合 計

小  計

。生産技術斉田 雄介

井上 栄一

藤本 豊彦八 日市市その他

1516小 計

近江八幡

市

高 月 町

守 山 市

草 津 市

蒲 生 町

日 野 町

今 津 町

大 津 市

安曇川町

長 浜 市

・ ロー削 り機の試作

・ 自動溶接機のFA化
。検査の自動化

・生産管理

・組立の自動化・ 省力化

・省力化のための治工具

設計

・ 多品種少量生産の効率

化

・ 生産 ラインの効率化

・ A′ 線プレスによる連

続異径線加工方法

・抵抗溶接

斉田 雄介

井上 嘉明

河村安太郎

川崎 雅生

佐藤

森野

松下

昭三

修範

純二

彦 根 市

電  気

内 部外  部
指 導 事 項

指  導  班
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名
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公害巡国技術指導

14合 計

小  計

大 津 市

化  学

斉 田

池田

桜井

雄介

滋亜

淳

宮原 俊夫 ・機械加工・ プレス加工

の騒音 。振動対策

小 計

栗 東 町

草 津 市

金 属

山下  等

宮原 俊夫

・ 鋳造工場における粉 じ

ん対策

・機械加工・ プレス加工

の騒音・振動対策

斉田

西内

矢田

桜井

雄介

廣志

稔

淳

小  計

石 部 町

守 山 市

野 洲 町

機 械

斉田

矢田

山中

桜井

雄介

稔

仁敏

淳

山下  等

宮原 俊夫

。工場排水対策

・ 機械加工・ プレス加工

の騒音 。振動対策

外  部 内 部
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名

指  導  班
指 導 事 項
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60年度技術ア ドバイザー事業

竜 王 町

長 浜 市

土 山 町

斉田 雄介

河村安太郎

川崎 雅生

池田 滋亜

中川

築山

佐藤

杉浦

悟孝

宏

〓
一
治

昭

義

甲 賀 町

電  気

・ ハンダ時の微小粒の飛

散防止

・ 抵抗溶接機の均一電流

制御

・抵抗溶接機の試作

。発熱体の抵抗測定の自

動化

・ 電気絶縁材料の合成技術

小 計

守 山 市

西内 廣志

清水  茂

辻  秀雄5 1竜 王 町

金 属

・熱処理の品質管理

・大物部品における局部

焼入技術

35 9小 計

11

斉田

西内

河村安

月瀬

池田

桜井

介

士
心

郎
　
一
一　
亜

」得

雄

廣

太

寛

滋

19 神 沢 吉

紀

平

範

孝

実

幹

一

寿

秀

修

悟

　

泰

池田

高崎

森野

中川

中石

大槻

守 山 市

機  械 車 津 市

・大形化 。高率化に伴 う

構成部品設計の適正化

・ プレス金型製作の標準

化

・研削盤のビビリ発生原

因の解明とその対策

・ スピンドルおよびツー

ルのバランツング技術

・組立ラインにおけるネ

ジの自動供給と梱包の

自ヨ勃化

・部品の組立の自動化

・電子部品の自動化

・バルブの回転制御の安

定化と応答

・切削加工技術

内 部外  部

指  導  斑
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名 指 導 事 項
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小 計 14

安 土 町

余 呉 町

八 日市市

大 津 市

今 津 町

食  品

・糖類を多量に含有する

廃水の回収方法・利用

技術処理技術

・豆乳の保存装置の開発

・低アルコール清酒の製

造技術

・葉山椒の原料保存と加

工方法

・ 味噌の異臭発生防止技

術

矢田

松本

稔

正

加藤

奥井

馬場

薫

義

明

一

22小  計

木之本町

石 部 町

大 津 市

近江八幡

市

4

4び わ 町

安 土 町

化  学

・ 窒素・ リン除去の技術

・合成樹脂皮膜加工技術

・産業廃棄物からの有価

金属の回収技術

。金型材料の選択

・ ジョイントに付着する

異物の原因究明とその

対策

・ 樹脂のコーティング技

術

西内

清水

松本

山中

廣志

茂

正

敏仁

西田耕之助

永井 芳治

宮谷 義六

山下  等

森 国 十三

27小  計

4大 津 市

石 部 町 。セツサ技術とシスァム

の結合

内  部外  部
業 種 名

指  導  班
企業数

施

数

実

日
対象地域 指 導 事 項
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125合 計 31

小 計 19

新 旭 町

甲 南 町

守 山 市

その他

矢田

川崎

清水

月瀬

山中

稔

雅生

茂

寛二

仁敏

武部 正幸

服部  威

山下  等

。OA化,FA化 に関する

システムの構築

・ 部品の不良率の減少と

コス ト低減技術

。フェノール樹脂切断時

の臭気対策

内  部外  部
業 種 名

指  導  互
企業数

施

数

実

日
対象地域 指 導 事 項
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61年度技術ア ドバイザー事業

410小  計

草 津 市

栗 東 町

西内 廣志

井上 栄一

安倍駿一郎

赤松 勝也

佐藤 昭三

上 山 町

金 属

・高カボル トの焼割れ

鍛造割れ等原因追及

。鉄・ 非鉄合金の応用技

術

・ティグ溶接とロー付け

技術

・ チタン溶接技術

小 計 35

草 津 市

4虎 姫 町

大 津 市

石 部 町

守 山 市

八 日市市

高 月 町

機  械

・上置式ポンプの振動対

策

・圧縮機のロッドの破損

原因追及

・ コール回転時の振動対

策

・ ラッピング洗浄とベア

リング組込技術

・ ファインブランキング

加工技術

・ 無人ヘ リコプターの防

振対策

・種子吹付機の改良・ 開

発

・圧力容器の応力計算

・耐火 レンガエ場の排水

処理技術

斉田 雄介

西内 廣志

河村安太郎

月瀬 寛二

井上 栄一

高崎 秀平

辻  秀雄

神沢 一吉

中川 悟孝

池田 寿紀

竹下常四郎

福井  清

山下  等

外  部 内 部

施

数

実

日
対象地域業 種 名 指 導 事 項

指  導  班
企業数
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19小 計

高 島 町

五個荘町

11安 土 町

甲 西 町

食  品

・ 省エネ対策と排水処理

技術

・製勉器に係る味噌の仕

込み方法

。かき具殻を濾材とした

排水処理施設の開発

D勢の長期保存技術

・均―な鮒寿 しの製造技

術

矢田

松本

稔

正

山下  等

奥井 一義

西田耕之助

平沢 久紀

17小 計

草 津 市

甲 西 町

大 津 市

木之本町

化  学

・樹脂加工技術

・精密プラスチ ック金型

製作技術

・ 検査および仕上加工時

の省力化

・工場 レイアウトおよび

工程管理

・超高分子製品の切削工

程の省人化

斉田 雄介

河村安太郎

山中 仁敏

桜井  淳

森 口

永井

森野

森岡

十

芳治

修範

忠美

422小  計

草 津 市 12

築山

杉浦

福井

神沢

宏

義治

清

一吉

10石 部 町

電  気

・電気絶縁材料の開発

・ インターフェイス回路

の設計

,パ ソコンによる在庫管

理

・ 整流子片の飛出し防止

について

斉田 雄介

井上 嘉明

西内 廣志

河村安太郎

川崎 雅生

月瀬 寛二

池田 滋亜

内 部外  部
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名 指 導 事 項

指  導  班
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32120合  計

17小  計

信 楽 町

4大 津 市

彦 根 市

安曇川町

その他

斉田

今西

井上

矢田

月瀬

井上

平沢

雄介

泰博

嘉明

稔

寛二

栄一

逸

中川 悟孝

岩井 珠恵

神沢 一吉

西田耕之助

・ 扇骨親骨の下磨きの機

械化

・ コンピュータ・ グラフ

ィック技術

・ カッタースケールのパ

ッケージデザイン

・ セラミック板の厚さの

強度計算

・焼却による発生ガスの

除去・ 無臭化

内 部外  部
企業数

施

数

実

日
対象地域業 種 名

指  導  班
指 導 事 項
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昭和61年度特別技術相談役指導事業

1010
食品工学

食品化学および栄養化学

京都府立大学

名誉教授

武庫川女子大学

教  授

金 森  正 雄

1014

金属工学

金属材料・鉄鋼材料および

熱処理

京都大学教授田村  今 男

1012

材料工学

冷間鍛造・高分子材料加工

および高分子複合材料 (F

RP)

同志社大学教授平 井  恒 夫

1022

制御工学

自動制御・ サーボおよびロ

ボット

京都大学

名誉教授

立命館大学教授

花 房  秀 郎

1038

機械工学

精密加工・切削加工・ 塑性

加工および特殊加工

名古屋大学教授山 口 腸 美

1025

情報工学

マイクロコンピュータ応用

技術および周辺機器技術

静岡大学名誉教授

浜松情報専門

学校長

松 本 欣

談

数

相

日

談

数

相

件
指 導 分 野職   名氏   名
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昭和60年度技術普及講習会 (講義 )

(食品関係 )

昭和61年度技術普及講習会 (講義 )

(食 品関係 )

於 :滋賀県工業技術センター

於 :滋賀県工業技術センター

伽全研

岡 部 元 雄
食 感 の 科 学

人

3661. 2.20

実 施  日講 師名 称
加

数

参

人

新 食 品 素 材 開 発 技 術 2062.  3. 11
日清製油硼

佐 藤 雅 章

滋 賀 の 発 酵 食 品

人

38
義

子

一　
朝

井

島

奥

小
61.10.27

名 称
加

数

参

人
実 施  日講 師
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60年度技術普及講習会 (講義および実習)

(機械・電子関係)

(化学・材料・食品関係)

於 :滋賀県工業技術センター

於 :滋賀県工業技術センター

二 次 元 測 定 技 術
61. 2.19～

61. 2.20

三豊商事伽
大阪マイクロコー ド

センが―

小笠原 隆 史

10

ランクテーラー

ホブソフ爛
木 村 貴 博

真 円 度 測 定 技 術 1160.12.19

ランクテーラー

ホブソフ硼
木 村 貴 博

表 面 粗 さ 測 定 技 術 60.12.18

硼島津製作所
永谷 祥三 外 1名材 料 強 度 試 験 技 術 1160.12.17

三豊商事硼
大阪マイクロコー ド

センター

小笠原 隆 史

二 次 元 測 定 技 術
60.11.26⌒Ψ

60.11.27

三 次 元 測 定 技 術
60.11.12～

60.11.13

三豊商事伽
大阪マイクロコー ド

センター

小笠原 隆 史

人

5

講 師名 称
加

数

参

人
実 施  日

熱 分 析 測 定 技 術
61. 2 .27-

61. 2.28
理学電機帥

金子崎 良

ニコレー社
川 口 哲 郎

F T lR利 用 技 術 61. 2.14
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61年度技術普及講習会 (講義および実習)

(機械 。電子関係) 於 :滋賀県工業技術センター

ランクテーラー

ホブソンltn

木 村 貴 博
表 面 粗 さ 測 定 技 術 61.12.16

三豊商事爛

大阪マイクロコー ド
センター

小笠原 隆 史

三 次 元 測 定 技 術
61.12. 1-

61 12. 3

真 円 度 測 定 技 術

ランクテーラー

ホブソフ帥

木 村 貴 博

61,11.18

三 次 元 測 定 技 術
61 4～

661

豊
阪

三
大

商事爛
マイクロコー ド

センが―

小笠原 隆 史

ね じ り 試 験 技 術 61.10.21硼島津製作所
高田 新一 外 1名

10

三 次 元 測 定 技 術

三豊商事硼
大阪マイクロコー ド

センター

小笠原 隆 史

61 10. 6～

61.10. 7

超 音 波 深 傷 試 験 技 術
日本クラウトクレーマー・

フェルスター僻

小 林   均

20
61. 9.30～

61.10.2

雑 音 総 合 試 験 技 術 61. 9.25卿バイメタル

小 林 英 昭
10

日本クラウトクレーマー●

フェルスターは剰
小 林   均

超 音 波 深 傷 試 験 技 術

人

20
”
　

６
．

６

６

名 称
加

数

参

人
実 施  日講 師
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(化学・材料・食品関係) 於 :滋賀県工業技術セソ芽―

1062. 1.20
理学電機爛

堀   俊 彦
X線 回 折 技 術

61.10 7～
61.10, 8

理学電機伽

金子崎 良
熱 分 析 測 定 技 術

61. 9.11
ニコレー社

川 口 哲 郎
F T IR利 用 技 術

61, 8.29
爛島津製作所

西 村 健 次
画 像 解 析 技 術

人

561. 8.28
帥島津製作所

松 井 修
材 料 強 度 試 験 技 術

加

数

参

人
実 施  日講 師名 称
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参考

主な技術指導事例

◎課題   廃水処理装置の改良 。開発

カキ殻を濾材とする接触酸化法による安価で取 り扱いの容易な廃水処理装置を考案 し

た。BOD(生 物化学的酸素要求量)、 SS(浮 遊物質)の除去にはかな りの効果があ

るが、さらに窒素、 リンの除去効果を持たせるとともにBOD、 CODの 除去効果を安

定させたい。

指導    実験プラン ト槽内のエアーレーション装置を負荷 しDO(溶 存酸素)を十分に し、糸

状菌の繁殖をおさえ、さらに水温を10～ 15℃ に保つことで冬季でも窒素・ リンの除去お

よび安定的効率的な廃水処理が行えるようになった。本装置は、安価で、かつ取扱いを

容易に してお り、びわ湖の富栄養化防止に役立つ関連製品である。

◎課題 圧力容器の設計 (強度計算 )

高圧力容器の設計を考えたところ、特殊形状フランジ部分等の強度計算について文献

に適当な計算式がないため、どれ くらいの寸法にすれば良いか。

材料力学の適用ができるように「明らかに、本当の物よりも、その様な形であれば弱

いJと 考えることのできる計算可能なモデルを提示 し、その解析より寸法を求める指導

を行 った。また、荷重が大きいので表面許容応力について考慮する必要があ り、場合に

よっては表面硬化法を用いなければならないと助言 した。

指 導

◎課題 高粘性物質等の移送用ポソプの共振対策

移送用ポンプがあるモータ回転数で振動する。この原因および対策は如何

ポンプ全体の固有振動数を測定 したところ、モータの回転数と一致 し、この振動が共

振によるものとわかった。対策として、柱の岡」性、す じかい等の効果を有限要素法によ

り検討 した。保守性、経済性の面からもす じかいが有効であったので、再度固有振動数

を測定 したところ、モータ回転可能範囲を外れてお り、以降共振は発生 しな くなった。

指導

◎課題 ウッドクラブ・ セラミック製フェイスの耐衝撃強度の計算式

ウッドクラブ用のセラミック製フェイスを開発 した。フェイスの厚みと耐衝撃強度の

関係を理論的に算出 し、破損に対する安全率を求めたい。

公表されている計算式はないので、まずゴルフボールとクラブヘ ッドの衝突時の力学

的な挙動を表わす基本式 (非線形微分方程式)を導いた。

この基本式から、打球時にフェイスにかかる最大曲げ応力を求める計算式を導き、実

験的に求めたゴルフボールの相等ヤング率などの数値を代入 した結果、現設計の厚みで

十分な安全率があることが判 った。

指導
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◎課題

指導

◎課題

指導

◎課題

指導

◎課題

指導

広告制作業の企業ポ リシー

広告制作業が将来的に活路を開 くために、如何なる企業ポリシーを設定 し、歩んで行

くべきか。

印刷メディアを主体とする広告制作業はデザインの総合的視野から見ると 1分野にす

ぎないので、「環境デザイン」とい う広範囲の頭脳的展開を図ることにより将来の活路

が開かれるのではないか、さらに同業者のネットワーク (例えば協同組合)化により受

注の範囲の拡大につながるのではないかと助言 した。

ボイラー用配管材 (ジ ョイン ト)の腐食の原因と防止対策

ロータリージョイン トのシール部が破損 し漏水 した。ジョイン ト内部に異物が混入 し

付着物が堆積 して腐食生成物ができたと考えられるがどうか。

腐食生成物、 ドレン等を分析 した結果はカルシウム (Ca)、 鉄 (Fe)、 炭素 (C)で

あった。 Cは グリースより、Caは補給水として使用する工業用水の影響であると考え

られる。従 って、工業用水を軟水化 し、また、ドレソ対策として清缶剤を利用すればCa

および Feの 析出が減少 し、かつボイラー系内の溶存酸素も少な くな り、配管内の腐食

が減少するのではないかと助言 した。

染色液の高速断続供給装置の開発

染色作業において周期の短い脈動流を噴射 ノズルに与えたい。従来、フレノイ ド弁を

入切制御することによって断続流を得ていたが、高周波流を得ようとして速やかにソレ

ノイ ド電流を入切すれば焼損する恐れがある。何か良い方法はないか。

ソレノイ ド弁の代 りに、円筒形 ロータリ弁をパルスモータで回転すると脈動周期制御

が容易である。パルスモータで弁を駆動することにより脈動の周期が変えられる。これ

を染色機に応用するとスプレーによって模様がいろいろ変えられる。 しかもこれを電子

回路によって制御可能とい う長所が生き開発の日処がついた。

発熱体の抵抗測定の自動化

繊維巻糸に炭素を含浸させている。発熱体の抵抗を測定 して炭素の含有量を倹査 して

いる。この検査の方法を自動化 したい。

繊維巻糸に炭素を含浸させる装置 (既設)に抵抗計測装置およびマイコンを取付けて

自動的に計測 し、測定データの処理を行って品質の検査ができるシステム (ハ ー ド・ ソ

フ ト)を効率的に実用化させた。
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4.研 究業 務

中小企業においては、多様化 したニーズに適合 した新製品開発や、技術革新に対応する新技術の

導入および多品種少量生産における生産の合理化・効率化等への積極的な取組みが求められていま

す。また、新素材、バイオテクノロジーといった先端技術の進展はめざましく、これらに対応 した

技術開発が要求されていることや、消費者ニーズの多様化と社会環境の変化とあいまって、高付加

価値・ 高品質を備えた製品づ くりおよび産業廃棄物等の多目的利用も要請されています。

このような状況から研究業務は、技術移転を前提とした応用研究を中心に電子・機械の制御 。計

測・設計等の要素技術および複合材料ならびにバイオ関連を含む食品等の研究に着手 しました。ま

た、業界からのユーズに応える未利用資源の利用研究等を行い、県内企業の技術面でのバ ックアッ

プを積極的に推進 しました。         、

(1)研究参与の設置

研究業務に関する指導と助言を仰 ぐため、 5名 の学識者を研究参与に委嘱 しています。

制御工学、ヒューマン・インターフェイス

FAシ ステムエ学、画像処理技術

鉄鋼材料学、金属加工学

高分子化学、合成化学

蛋白質化学、応用生物化学

京都大学工学部・教授

京都大学工学部・助教授

京都大学工学部・助手

京都工芸繊維大学繊維学部・助教授

京都大学食糧科学研究所・助教授

井 上

渡 部

津 崎

木 村

林

紘 一

透

兼 彰

良 晴

力 丸

専   門  分   野所   属 職氏   名
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(2)研究概要

(ア )研究テーマー覧

①昭和60年度予備研究テーマー覧

金属基および高分子複合材料の非破壊による評価試験技

術の研究

ガラス繊維強化エポキシ樹脂の ミズリングに関する研究

食品加工工場からの高濃度糖廃液の利用化に関する研究

バイオリアクターを利用したタンパク質の改質に関する

研究

滋賀県の伝統食品の味に関する研究

技

術

第

二

科

西

内

今

西

博

志

康

廣

山 中   仁 敏

　

　

稔

正

　

　

正

　

　

稔

正

日

本

矢

松

松  本

日

本

矢

松

技
　
　
術
　
　
第

科

桜  井 淳

池  田 滋
　
　
　
雅

　
　
　

寛

亜

川  崎 生

月 瀬

河 村 安 太 郎

音声データの入カパターンを用いた認識手法の研究

人工知能言語の応用に関する研究

電気的特性等の自動計測に関する研究

金属材料の超音波深傷試験に関する研究

センサ搭載ロボットに関する研究

研   究   テ マ科 担  当  者
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②昭和61年度研究テーマー覧

技

術

第

二

科

井  1 栄

山 中   仁 敏

矢 田 稔

松  本 正

高分子複合材料の非破壊による評価試験技術に関する研

究 ―超音波滅衰測定による非破壊評価試験の高分子材

料への適用からみた問題点一

ガラスクロス強化エポキツ樹脂の ミズリングに関する研

究 ―ガラスクロス強化エポキシ樹脂への水の浸入が補

強材と母材との界面接着力におよぼす影響について一

食品加工工場からの高濃度糖廃液の処理に関する研究
一酵母を用いる処理方法の検討―

バイオ リアクターによるタンパク質の改質に関する研究
―固定化プロテアーゼの性質―

技

　

　

術

　

　

第

科

ボー ド型マイクロコンピュータを用いた「プリンター共

用装置」の開発
技 術 第 科

　
　
　
一得
　
　
　
　
亜

検査工程の自動化に関する研究 ―カラー画像処理を用
いたプリント基板検査の自動化に関する基礎的研究― 桜  井

3次元入力装置の試作 ―会話型オフライン・ ロボット・

ティーチング・ システムの開発のために一 池  田 滋
　
　
　
雅
　
　
　
覚

ロボットシュミレータの研究開発 川 崎 生

モーダル解析法の実用化研究
―平板振動のモーダル解析―

月 瀬

レーザ光を用いた距離測定センサーの研究
―PSD素子の特性に関する基礎実験―

イ可  オ寸  安  太  郎

科 担  当  者努   究   テ マ
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(イ )昭和61年度研究概要

ボー ド型マイクロコンピュータを用いた

「プリンター共用装置」の開発

技術第一科 桜井

川崎

池田 滋亜

河村安太郎

停

雅生

月願

井上

寛二

嘉明

通常、パソコンとプリンターの接続は一対―になっていることが多いが、利用時間はパソコンに

比べてプリンターイよ十分の一程度のものである。そこで、パソコンを多数台使用する事業所や研修

所では、複数台のパソコンが一台のプリンターを共用できる装置の開発が望まれていた。

今回、開発 したプリンター共用装置は、パソコンから出力されるデータを蓄積する512キ ロバイ

トのメモリとそれを制御するためのマイクロコンピュータで構成されており、最大10台 までのパソ

コンが 1台あるいは 2台のプリンターを共用できるようになっている。マイコンが共用のためのす

べての制御を行うため、パソコン利用者は自分専用のプリンターがあるのと同じ感覚で仕事ができ

ると言う特徴をもっている。

検査工程の自動化に関する研究

カラー画像処理を用いたプ リン ト基板検査の

自動化に関する基礎的研究

技術第一科 桜井  淳

目視検査の自動化を実現するための基礎的研究として、本研究では、 IC、 コンデンサ、抵抗な

どの部品が搭載されたプ リン ト基板のカラー画像から、 IC部 品のみを抽出する方法を検討 した。

最初に、標準色彩図表を用い、各標準色がRGB三 原色の配合に関 して、それぞれどの様な特徴

を持っているかを実験的に検討 し、次に、その特徴を使 って、実際のプリン ト基板上から目標の I

C部品領域を抽出するソフ トウェアを作成 した。カラー画像データを用いることにより、自黒画像

データでは一般に難 しいとされている濃緑色のプ リン ト基板上から黒色の IC部品領域の抽出が、

一定条件下ではゞ確実に行えることを述べている。
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3次元入力装置の試作

会話型オフライン・ ロポット・ ティーチング・

システムの開発のために

技術第一科 池田 滋亜

産業用 ロボ ットの現在の教示法はティーチング・ プレイバ ックが主流であるが、今後は、オフラ

イン・ ティーチングの重要性が増すと考えられる。本研究は、とくにヒューマン・ インターフェイ

スを重視 したオフライン・ ティーチング・ システムの開発を意図するものである。本報告では「立

体視」を利用 したオフライン・ ティーチング・ システムの概念を説明するとともに、本システムの

一部として、 3次元入力装置を設計試作 した。この 3次元入力装置は、ロボットハン ドの軌道など

の 3次元情報をティーチング・ システムに入力するために用いる。

ロボ ッ トシ ミュレータの研究開発

技術第一科 川崎 雅生

近年、ロボットが複雑な作業を行 うようになってきたが、多品種少量生産の場では、ロボット動

作の変更に要する時間を短縮することが特に重要な課題となってきている。生産ラインの停止時間

を短 くする上では、ロボットの動作教示をオフラインで行 う方式が有効と思われる。そこで、本研

究では、ロボットのオフライン教示で必要となるロボット動作のシミュレーションシステムについ

て調査研究 し、実用的なロボットシュミレータをパソコン上で作成するために必要な要素技術を、

とくにマン。マシンインターフェイスに重要を置いて検討する。本年度は操作性を中心にした検討

を行い、プロトタイプのシミュレータを試作 した。
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モーダル解析法の実用化研究

平板振動のモーダル解析

技術第一科 月瀬 寛

機械構造物の最適化設計の一手段として、実験的な面からはモーダル解析が、数値計算の面から

は有限要素法による構造解析が研究され、進展 しつつある。これら手法を中小企業へも広 く普及さ

せることが今後重要になると考えられるので、実用化の観点から研究に取組んでいる。本年度は、

モデルとして平板を選定 し、両手法による動解析を試みた。解析の結果、両手法における固有振動

数、振動モー ドが一定の範囲内において一致するための条件が得 られたほか、モーダル解析法にお

ける測定物の支持方法、数値解析におけるモデリングなどの手法についても、若千の検討を行 った。

レーザ光を用いた距離測定センサの研究

PSD素 子の特性に関する基礎実験

技術第一科 河村安太郎

PSD素 子を距離測定セツサーの受光素子として用いる時に問題となる位置検出が可能な入射光

の最小エネルギー限界および暗電流の影響について、基礎的な実験を行った。
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高分子複合材料の非破壊による
評価試験技術に関する研究

超音波減衰測定による非破壊評価試験の

高分子材料への適用からみた問題点

技術第二科 井上 栄一

超音波を利用 した高分子複合材料の非破壊評価試験は現場で簡単にできるなど種々の利点がある

と言われているが、母材と充填材の物性差が少ないなどの困難な問題があ り、実用化するためには

これ らの困難を克服 しなければならない。本研究は、超音波技法による非破壊評価試験技術の確立

を意図するもので、まず研究の導入段階として、高分子複合材料の母材の超音波減衰率を直接接触

垂直法による測定を行ない、その結果より、今後の研究上の問題点を明らかに している。

ガラスクロス強化エポキシ樹脂の
ミズリングに関する研究

― ガラスクロス強化エポキシ樹脂への水の浸入が補強材と

母材との界面接着力におよばす影響について 一

技術第二科 山中 仁敏

ガラスクロス強化エポキシ樹脂は ミズリング、ブ リスター等のは く離現象を起 し、力学的強度が

著 しく低下する。 ミズ リングは水の浸入により誘起される現象と考えられてお り、煮沸による促進

試験が行われる。本研究では ミズ リングの一つの原因として、ガラスクロスとマ トリックス樹脂の

界面接着力の低下があると考え、試料を煮沸 した後、層間せん断試験とは く離試験を行った。

層間せん断強さは煮沸による浸水率の増加とともに減少 し、または く離試験では、tよ く離過程の

違いならびには く離面の違いが観察され、界面接着力の低下が確認できた。
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食品加工工場からの
高濃度糖廃液の処理に関する研究

酵母を用いる処理方法の検討

技術第二科 矢田  稔

本研究は、佃煮加工工場などから排出される高濃度糖廃液を、酵母によって処理する方法の確立

を意図するものである。本年度は基礎データの取得を目的として、数種の酵母の培養試験を行った。

結果は、各酵母とも5倍希釈程度 (糖濃度約10%)で充分増殖が可能であった。使用 した鯵母の

中で、Saccharomyces cervisiac(IFO-0304)は 約一週間の培養で糖の主成分であるシュクロー

スとグルコースをほゞ全量消費することがわかった。また、窒素源を添加 しての培養試験 も行った

が窒素添加の効果は認められなかった。

バイオ リアクターによる
タンパク質の改質に関する研究

固定化プロテアーゼの性質

技術第二科 松本  正

タンパク質の改質をバイオ リアクターで行 うに先立って、固定化プロテアーゼの性質を検討 した。

酵素は、もっとも一般的なウシー トリプシンを用い、アルギソ酸カルシウムゲル包括法にて固定化

し、酵素活性は合成基質 BAPNAを 用いて測定 した。アルギソ酸ナ トリウムの濃度は、固定化酵

素ゲルビーズ強度と固定化酵素活性の両面から、 3%(最 終濃度1.5%)が最適であった。また、

添加酵素量は、 3%W/V(ゲ ル中)を越えると、固定化酵素活性の増加割合は減少することがわ

かった。
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(3)職 員の専門技術研修

職員として必要な高度の技術及び知識を習得 し、技術の多様化、複合化に対応する指導研究能

力の充実強化を図るため、次のとお り職員を派遣 しました。

①昭和60年度

5 .13～ 5.16

6.3～ 6.28

7.8～ 7.11

7 .11-8.27

(延べ 4日 間 )

10.7～ 10.9

10,7～ 10.9

11.5～ 12.3

11.18～ 11.21

11.25-12.21

12.2～ 12.5

1 .20～ 3.19

3 .24-3 .28

鶴庫豊製作所 (大阪市)

中小企業事業団

中小企業大学校 (東京校 )

40_豊製作所 (大阪市)

大阪科学技術

情報センター

硼ワシノIlk(小牧市)

伽ワツノエ機 (小牧市)

中小企業事業団

中小企業大学校 (東京校 )

理学電機僻 (高槻市 )

大阪府立工業技術研究所

理学電機伽 (高槻市 )

名古屋工業大学

日本クラウトクレーマー

フェルスター僻

月 瀬 寛

山 中  仁 敏

河 村 安 太 郎

桜 井 淳

　
　
　

二月 瀬 寛

河 村 安 太 郎

池 田  滋 亜

西 内  廣 志

桜 井   淳

山 中 仁 敏

清 水 茂
　
　

　

二月 瀬 寛

三次元測定機実習

中小企業技術指導員研修
電子技術―ケ月コース

二次元測定機実習

」OIS研修

NC旋盤実習

NC旋盤実習

中小企業技術指導員研修
メカ トロニクーケ月コース

X線回折装置実習

メカトロニクス研修

X線回折装置実習

高分子材料の特性試験実習

超音波深傷実習

派  遣  先氏  名 研 修 内 容期  間
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②昭和61年度

河 村 安 太 郎

池 田 滋 亜

松 本 正

　

　

　

三月 瀬 寛

井 上  栄 一

月 瀬 寛

井 上 栄 一

桜 井 一得

　

　

　

　

一
一月 瀬 寛

矢 田   稔

西 内  廣 志

井 上  熊 一

井 上  嘉 明

5.29～ 5 。30

10.2～ 11.28

(延べ 9日 間 )

11.5-12.4

11.27-11.28

11.27ハ Vll.28

12.10～ 12.12

12.10～ 12.12

1 .19-2  6

(延べ 8日 間 )

1 ,19-2.6
(延 べ 8日 間 )

2.10-3.19
(延 べ18日 間 )

2 .23-2 .27

3 .23-3 .27

3 .25^Ψ 3 .27

工業技術院 (筑波 )

京都大学工学部

中小企業事業団

中小企業大学校 (東京校 )

日本アイ・ ビー・ エム

硼 (大阪市 )

日本アイ・ ビー・ エム

m(大阪市 )

日本アイ・ ビー・ エム

爛 (大阪市)

日本アイ・ ビー・ エム

爛 (大阪市 )

滋賀県企画部情報統計

課

滋賀県企画部情報統計

課

京都大学食糧科学研究

所

爛日立製作所 (勝田市)

大阪工業技術試験所

日本アイ・ ピー・ エム

14N(大 阪市 )

「 セツサーの基礎と応用」
セ ミナー

三次元情報の入出力について

中小企業技術指導員研修

先端技術 (バイオテクノロジー)

一ケ月コース

CAEDS IFES 研修

CAEDS IFES 研修

CAEDS GFEM 研修

CAEDS GFEA/1 研修

コボルプログラミング研修

コボルプログラミング研修

高濃度糖廃液の微生物処理

電子顕微鏡実習

高分子材料の強度評価技術

CAEDS GFEM 研修

氏  名 期  間派  遣   先 研 修 内 容
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5.技術情報 の提供 。その他

(1)科学技術振興プラザの開催

産 。学・官の交流機会の創出と科学技術の啓発普及を図ることを目的に滋賀県科学技術振興プ

ラザを (財 )滋賀県工業技術振興協会に委託のうえ実施し、2日 間で500名 を超える参加を得ま

した。 (詳細はP.59を 参照下さい。)

(2)広報紙の発行

県内企業等に広 く技術情報を提供するため、広報紙「テクノネットワーク」を、(財 )滋賀県工

業技術振興協会の広報紙と共同というユニークな形で発行 しました。

60. 11

61.  3

61.  7

61. 10

62:  3

1800

1800

1800

2800

1800

テクノネ ットワーク

テクノネ ットワーク

創子1号

VOL.2

テクノネ ットワーク

テクノネ ットワーク

テクノネ ットワーク

VOL.3

VOL.4

VOL.5

発 行 月 日 部   数名 称

(3)工業技術情報資料等の収集 。提供

工業技術に関する図書、雑誌および資料を備え、県内企業からの閲覧に供するための体制整備

に努めました。

現在の蔵書  国内図書   約3,000冊

国内雑誌   約40種

日本工業規格  (全部門 )

オンライソ  日本科学技術情報センター 」OIS
サ~ビス   日本特許情報機構     PATOLIS

※ (財 )滋賀県工業技術振興協会にて運用

(4)工業技術センター見学者等

昭和60年 7月 29日 の開所以来、海外を含む県内外から技術者、経営者等工業技術関係者が建物

試験研究機器およびその他運営について視察見学があ りました。

見学者 昭和60年度 4,307人

昭不日61年度  2,403人
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参考

(財 )滋賀県工業技術振興協会の事業について

1.概  要

名  称  財団法人滋賀県工業技術振興協会

所 在 地  滋賀県栗太郡栗東町上砥山232番地

電話番号  0775-58-1530

設  立  昭和60年 3月 26日

目  的  この法人は、工業に関する技術者の育成、情報の収集および分析力の強化、交流機会

の創出等の技術開発基盤の強化を図ることによって各企業の技術水準の向上に寄与 し、

もって県内工業の発展に資することを目的とする。

主な事業

・工業技術者の人材育成に関する事業 (技術研修事業 )

・工業技術情報の収集・提供に関する事業 (情報端末機利用によるジ ョイス・ パ トリスの検索等 )

。工業技術の普及および交流促進に関する事業 (科学技術セ ミナー、技術交流プラザ等の開催 )

・ 工業技術の研究開発の推進に関する事業

。その他 目的を達成するために必要な事業

2.沿  革

滋賀県の工業は昭和30年代後半からのいわゆる高度経済成長に加速されながら、全国平均を上回

る急速な発展をみせた。県外企業の立地により従来の地場産業的なものからメカ トロニクスを中心

とした加工組立型産業が中心となったが、技術革新の波は急速であ り、それらの対応が本県の大き

な技術的課題ともなった。今後技術立県としての地位を確立するため、総合的な試験研究機関とし

ての滋賀県工業技術センターの建設が準備された。同時に人材育成、技術 。人的交流、情報の収集・

提供といったソフ ト部門を受持つ (財 )滋賀県工業技術振興協会の設立が企画され、昭和60年 3月 26

日に発足 した。

昭和60年

3月 26日  滋賀県と経済 6団体が母体とな り、 (財)滋賀県工業技術振興協会を設立。

4月 1日  事務局職員 2名 でもって業務を開始。以降 6月 1日 に 1名 、 7月 1日 に常務理事兼

事務局長を加えて、 4人体制となる。

5月 13日  第 1回運営委員会を開催。

5月 31日  第 1回理事会を開催。

7月 15日  異業種交流グループ「昭和60年度滋賀県技術交流プラザ」発足。

7月 18口  第 1回 目の技術研修専門部会を開催。

8月 1日 (特 )日 本科学技術情報センターおよび(財 )日 本特許情報機構とのオンライン化を図

り、情報検索業務を開始。
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9月 9日  第 1期技術研修を開始。

9月 13日  第 1回科学技術セ ミナーを開始。

昭fra61年

4月 1日  本年度の業務として技術研修 8講座10コ ース、科学技術セ ミナー10回、ジョイス・

パ トリス情報の検索等を開始。

4月 11日  前年度異業種グループが「 カオス60」 の名称のもとに任意団体として発足。

5月 23日  「昭和61年度滋賀県技術交流プラザ」発足。

10月 19・ 25日  工業技術センター、 (財 )工業技術振興協会開設 1年の記念事業として「滋賀県

科学技術振興プラザ」を 2日 間にわた り開催。

3.組  織

交 流 担 当

(次長兼務 )

研 修 担 当

(1名 )

情 報 担 当

(1名 )

4.事業の概要

(1)技術研修事業

ア.60年度

5講座、 5コ ース (新素材利用技術、プラスチ ック応用技術、食品加工技術、管理者のた

めのパソコン、メカ トロニクス応用技術)を実施、129名 の参加者を得ました。参加構成割

合は大企業55%、 中小企業45%の割合で講師は民間企業21人、公設試験研究機関 7人、大学

5人、技術ア ドバイザー 2人で産・ 官 。学の技術情報を得ることができました。他に参加者

同志の情報交換を目的とした「 キブ 。アン ド・ キブン」を設け好評を得ました。
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115129243合   計

2124120メ カ ト ロ ニ ク ス 応 用 技 術61. 1 14～ 3 .17

60.11 15-12, 7 192039管 理 者 の た め の パ ソ コ ン

172130食 品 加 工 技 術60.10,15かヤ10,30

313633プ ラ ス チ ッ ク 応 用 技 術60,9 24-V10 14

名窮

28
時ド‖

21新 素 材 利 用 技 術60 9  9´ヽ 9 20

修了者数受講者数時 間 数講 座 名研 修 期 間

イ.61年 度

前年度の講座に加えて、「プラスチック成形加工技術」、「金属系材料利用技術J、 「精

密機器用金属材料の熱処理技術」の 3講座を新設するとともに、県東部・北部でのニーズに

対応するため「技術管理者のためのパソコン」講座を彦根 。長浜の 2地域で開催 しました。

合計 8講座 9コ ースに対する受講者の企業規模の平均はおおよそ大企業 3分の 1、 中小企

業 3分の 2の割合であ り、これは前年度と比較すると中小企業の比率がかな り高 くなってい

ます。また、受講者の地域別分布の平均は湖南が過半数であ り、次いで甲賀となってお り、

当協会および工業技術センターの立地条件からみると当然の結果ではあ りますが、今後の展

開として、今回のような他地域のニーズにこたえる方策も重要と思われます。

合    計 161177341

222419食 技 術62 2 13-2 .24

メ カ ト ロ ニ ク ス 応 用 技 術61.9 .25か ヤ12.23 1920115

171926プ ラ ス チ ッ ク 材 料 利 用 技 術61 11 11～ 12 5

61 10.8～ 10 31 161628金 属 材 料 利 用 技 術

253035プ ラ ス チ ッ ク 成 形 加 工 技 術61 8 18^v9,11

131436技術管理者のためのパソコン(長浜 )61 6 .23-7 21

61 6.4 ～ 6 26 222323精密機器用金属材料の熱処理技術

151821新 素 材 利 用 術61 5 .13⌒ ヤ5 ,24

61 5 12ヘシ6.12

ネ

12

名I↓ ‖ll

33技術管理者のためのパソコン(彦根 )

修了者数受講者数時 間 数講   座   名実 施 年 月 日
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企業規模別受講者数

100.02.364.433.3比    率 (%)

1774411459受 講 者 数 (名 )

計そ  の  他中 小 企 業大  企  業

地域別受講者数

100.01.39,69,09.018.652.5比  率(%)

1771716163393受講者数 (名 )

計湖  西湖  北中  部 湖  東甲  賀湖  南

(2)技術情報収集・ 提供事業

ア.60年度

(特 )日 本科学技術情報センターのオンラインサービス (」 OIS)の 利用件数は15件 、

(財 )日 本特許情報機構のオンラインサービス (PATOLIS)は 3件で期半ばとはいえ十

分な利用実績ではあ りませんで した。

その原因として業界に対するPRが行き届いていない点が上げ られ、今後、(社 )発 明協会

滋賀県支部ともタイアップし、講演会等を通 じてPRが必要なことを認識 しました。

また、協会と工業技術センターが一体とな り、技術に関する情報を提供する広報誌「 テク

ノネ ットワーク」を創刊号を含め 2回合計3,600部発行 し、企業の皆様へ情報を提供 しまし

た。

情報検索                       広報誌の発行

合  計 18件   911分

79小  計83215小  計

628

28 25

26

6161

12 281223

11411 11 1800
テクノネットワーク

VOL 2
61. 3

分件

10

60

分

39
件

10

60

件 数月年
60. 11

検索時間件  数月年検索時間
1800

テクノネットワーク

創 刊 号

PATOLIS利 用 状 況」OIS利 用 状 況 部 数名   称発行年月

イ.61年度

県内企業が求める技術や特許に関する情報が、端末機を介 して瞬時に得ることができる検
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索業務は、本年度に入って本格的に動き出し、利用件数も大きく増加の傾向が見られました。

また、協会と工業技術センターが一体とな り、技術に関する情報を提供する広報誌「 テク

ノネットワークJも 3回にわた り合計6,400部 を発行 しました。

情 報 検 索 広報紙の発行

6W牛    1348分合  計

4462090241小  計

43188

93

75

小  計

151

62

124212

541111

108010

22105

10141

34175 1800
テクノネットワーク

VOL.5
62. 3

15

55 2800
テクノネットワーク

VOL.4
61.10

分

21
件

61

分

50
件

61

1800
テクノネットワーク

VOL.3
61. 7

検索時間件 数月年検索時間件  数月年

部 数名   称発行年月PATOLIS利 用 状 況」OIS利 用 状 況

(3)滋賀県技術交流プラザ事業

ア.60年 度

国の助成事業である「技術交流プラザ開催事業」を実施 し、28社の参加を得ました。宿泊

研修 1回 、工場見学 3回 (5工場)、 定例交流会 7回、講演会 1回等交流実績を重ね、具体

的な開発事例は見られませんで したが、緊密な人間関係の確立ができました。なお、この う

ち16社が「 カオス60Jの新名称のもとに61年度に向けてスター トすることにな りました。

イ.61年 度

(ア )カ オス60

昭和60年度に国・県の補助金を受け、工業技術振興協会の異業種 グループ第 1期生と

してスター トし、第 1段階の情報交換型交流はすでに卒業、名称 も「 カオス60Jの もと

に任意グループとして再出発 しました。

3つの分科会をもち各々活動 してきましたが、中でも「溶射技術J分科会はこれまで

の成果の上に協同組合設立の運びとな り、また、「新素材技術」、「多品種少量生産J

の 2分科会は、滋賀県中小企業団体中央会の特定分野推進事業とも一体となって多彩な

研究活動を実施 しました。
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さらに、他のグループとの交流も積極的に行い、 (社 )滋賀工業会・異業種企業研究会

「ぼて じゃこくらが」や「湖北地域経済交流プラザJと も意義ある情報交換をすること

ができました。

(イ )昭和61年度滋賀県技術交流プラザ

昭和60年度 グループに続 く、第 2期生としてスター トしました。前年度と同様、国・

県の補助のもとに活動を開始 し、相互の技術情報を提供する情報交換型としてその第一

歩を記 し、まず、お互いの企業内容を紹介、技術的な課題を浮きぼ りにして討論する中

で、異業種なるが故の独創性が生まれた りしました。続いて工場見学による相互研鑽や

宿泊研修による研究課題の討論などを通 じて一層の親交を深めることができました。

会員間の情報のや り取 り、仕事の受発注、新 しい課題への取 り組み等、いよいよ具体

化 した活動にな りつつあ ります。このグループも次年度は任意に再出発 し、現実的な仕

事に挑戦することにな りました。

(4)技術 。人的交流事業

ア 60年度

月 1回 の開催を目ざした「科学技術セ ミナー」は昭和60年 9月 より5回開催 し、598名 に

のぼる参加者を得ました。参加構成は、大津市、草津市、守山市、湖西地区で49%、 栗太郡、

甲賀郡、野》H郡で32%、 近江八幡以北で19%と なっています。セ ミナーはその動員力からみ

て情報移転の最も効果的な柱の 1つであ り、61年度の他地域移動開催に向けての基礎固めが

できました。

94名日本アイ・ ビー・ エム伽

野洲工場

生産技術開発担当

塚田  裕

京都大学工学部

FAコ ーナー担当 工学博士

渡部  透

“ロボット講演"

1.生産現場におけるロボッ

ト活用上の問題点と画

像処理技術について

2 これからのロボット制

御技術と知能ロボ ット

の開発について

60.

12. 21

21名形状記憶合金・超弾性合金

の開発状況について

57名科学技術庁宇宙研究所

総合研究官 工学博士

山中 龍夫

古河電気工業棚

開発本部技師長 工学博士

根岸  明

金属基複合材料の現状と今

後の動向について

６。

９

受講者共催または後援講 師ア マ年月 日
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195名神戸大学名誉教授

元神戸大学学長 医学博士

須田  勇

爛京都試作研究所所長

中川 悟孝

技術者と発想法

1.創造性の生理学につい

て

2.私の技術開発発想法に

ついて

６．

３

231名旨(財 )滋賀県設備近

代化下請振興協会

日立化成仰 ビジネスリサーチ

取締役主幹

青柳  全

前大阪府立工業技術研究所

所  長

(社 )大阪府工業協会技術顧間

工学博士

塔本  博

技術開発と企業戦略のあ り

方

1.技術戦略論

2.技術戦術論

61

1 25

イ.61年 度

協会業務の主要な柱とな りつつある科学技術セ ミナーは、常に話題性のある技術、先端的

技術、将来が嘱望されている技術等について、その基本理論、応用への道筋さらには実践的

活用の実例をふまえて情報を提供 しました。幸い、毎回、盛況を得601名 の参加者があ りま

したが、その原因として講師 2人制としたことが好結果につながったようにも思われます。

すなわち、理論と実践、未来論と現実論、広範な展望論と特化 した技術課題論などの内容の

対比が功を奏 したものと考えられます。

６．

７

82名(社 )発 明協会
(後援)滋賀県工業

技術センター

(社 )発明協会PATOLIS説 明会

1,特 許情報 か ら見た

PATOLIS
2.PATOLISデ モ ンス ト

レーシ ョン

1.α -7000の 開発におけ

る情報戦略について

2,テ クノマー トの 目的と

情報 システムについて

6

６．

６

84名(社 )滋賀工業会ミノル タカメラ伽 常務取締役

研究 開発 副本部長  吉 山 一

貞F

(財 )日 本 テ クノマー ト

大阪副本部

72名元 日本硝子爛化 工機事業部次

長

(身r)フ ァィ ンセ ラ ミックセ ツ

ター部長

岡 田 芳之

京都市工業試験場研 究主幹

工学博 士   斎藤  勝 美

フ ァイ ンセ ラ ミックス 2題
1.フ ァイ ンセ ラ ミックス

産 業の現状 と将来 につ

い¬〔

2.フ ァイ ンセ ラ ミックス

成形技術 の現状 と課題

について

６．

５

年 月 日 受講者共催または後援講 師ア
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６２

３

デ ザ イ ン 2題
1 産 業 用 デ ザ イ ンの 現 状

と今 後 に つ い て

2 企 業 戦 略 とパ ッケ ー ジ

デ ザ イ ンに つ V｀ て

47イ旨京 都 工 芸 繊 維 大 学 工 芸 部

教 授      山 内 陸 平

い 大 丸 本 社 デ ザ イ ン室

参 事      板 束   薫

６２

２

画 像 処 理 2題
1 画 像 処 理 技 術 の 現 状 と

今 後 につ い て

2 画 像 処 理 技 術 の製 品 開

発 へ の応 用 に つ い て

大 阪 大 学 基 礎 工 学 部 教 授

工 学 博 士    井 口 征 二

い エ ー ・ デ イー ・ エ ス

社 長      馬 場 幸 二 郎

63考旨(財 )滋賀 県 設 備 近

代 化 下 請 振 興 協 会

62

1 21
円高 化 の 技 術 開発 へ の提 言

1.技 術 開発 の あ り方 は グ

ロー バ ル な視 野 を もつ

て

2 技 術 開発 の あ り方 は シ

ス テ ム 的 な ア プ ロー チ

で

爛 エ ナ ジー 代 表 取 締 役

中村

旭 化 成 工 業 い

あ い ば の 工 場 長  野 村

恵 宥

順 一

131夕旨

オ プ トエ レク トロニ ク ス

1 オ プ トエ レク トロニ ク

ス の 現 状 と今 後 の 動 向

2 オ プ トエ レク トロニ ク

ス の製 品 開発 へ の応 用

京 都 大 学 工 学 部 教 授

工 学 博 士    佐 々木 昭 夫

島津 理 化 機 器 い 生 産 部 理 化 機

器 課 主 任    赤 生  一 博

70努旨

バ イ オ テ ク ノ ロ ジー

1_バ イ オ テ ク ノ ロ ジー の

現 状 と動 向 に つ い て

2 酵 素 機 能 の 工 業 的利 用

ヤこつ V｀ て

20

６．

８

大 阪 市 立 大 学 理 学 部 助 教 授

理 学 博 士  南 浦  能 至

林 原 い 技 術 部 常 務 取 締 役

林 原 生 物 化 学 研 究 所

工 学 博 士  辻 坂  好 夫

52夕旨

(5)滋賀県科学技術振興プラザ開催事業 (61年度)

進展する科学技術思想の啓蒙普及と産 。学・官の交流機会の創出は、最近の国際化・業際化の

時代には極めて重要となってきています。昭和60年度に当協会ならびに工業技術センターが設立

されましたが、その開所 1年を記念する意味からも特別企画として開催 しました。全体を2日 間

に分け、第 1日 日は、広 く県民全体にアピールする一般的な内容とし、第 2日 日は県内企業の技

術者を対象に専門的な内容として実施 し、両日で500名 を超える参加者を得、所期の目的を達成

できました。

O講演会と一般公開 (第 1日 目)

・記念講演

「 21世紀のファンタジー」

講師  漫画家 手塚 治虫

。工業技術センターー般公開
・科学技術映画上映
・ ロボ ット “ヒーロー"実演

工業技術

センター

第 1部

61.10.19
約 300名

参 加 者 数内 容実 施 場 所年 月 日
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○科学技術シンポジウム (第 2日 目)

セ ッシ ョン2

人 間 工 学 部 会

《基調スピーチ》

大阪府立大学

名誉教授  浅居 喜代治

《パネラー》

ダイキソエ業側堺製作所

副所長   山田  靖

松下電器産業帥生産技術本部

精機事業部開発 1部

部長    山内 信也

ロボットア ドバイザー

村杉 治郎

《コーディネーバー》

大阪府立大学

名誉教授 浅居 喜代治

セ ッシ ョン 1

ロボ ット活用事例部会

《司会・基調スピーチ》

京都大学工学部

助教授   渡部  透

第 1事例

東京都立工業技術センケ

機械加工部 横山 哲夫

第 2事例

ダイハツエ業仰生産技術部

次長    山下 絃一

第 3事例

立石電機伽生産技術センパー

FA技術部ヘ ッドエンジニア

馬淵 善夫

第 4事例

川崎重工業伽 ロボット事業部

システム技術部長

波多野彦一

203考旨

・ 基調講演

「 ロボットの進展と社会環境への影響」

講師 科学技術評論家  那野 比古

・特別講演

「多品種少量生産システムの展開と

ロボットの活用」

講師 協立エンジニアリング帥

社長   木上  進

・分科会

ホテル

レーク・ビワ

第 2部

61.10.25

参 加 者 数内 容実 施 場 所年 月 日
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Ⅲ.施設設備等の概要



1.敷地と建物の状況

○所在地 滋賀県栗太郡栗東町上砥山232番地

○案内図

栗東町役場

〒52030 電話07755辟 1500

FAX 0775-58-1373

Ъ

至信楽
近江成田山

大安奴具

レ

今

◎ 」R利用の場合

草津駅または手原駅下車

・帝産バス「 トレセン行 (東宝ラン ド経由)J

「六地蔵行J北の山下車徒歩…Ⅲ……………

・ タクシー

草津駅から ……………………………………

手原駅から………………………………………………………

◎ 自家用車利用の場合

。名神高速道路・栗東インターチェンジより

。国道 1号線上鈎交差点東へ…・………………

栗

栗東インターチェンジ

工業技術センター

または

約 3分

約15分

約 5分

・約 5分 (2.5km)

・約 8分 (3.5km)

Ｎ
Ｉ

-61-



○配置図

地
　
　
物

土
　
　
建

32,016♂  (登記面積、実測面積33,224,71だ )

うち緑地 19,000ポ

研究管理棟 (鉄筋 コンクリー ト造 2階建一部 5階建 )

4,296∬ (一階床面積 1,987ポ )

実験棟 (鉄筋 コンクリー ト造平屋建 。日本自転車振興会補助 )

693ポ

別棟 (開放試験室)(鉄 筋コンクリー ト造平屋建・国庫補助)

154コド

その他      254∬

別棟
試験室

∂

至栗東インターチェンジ

国道 1号線 ぶ

ガ
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○建物見取図

会議室

図書室

無菌室

プログ省力化
ラ ミング室

食品機器

分析室試験室

無機化学

分析室

機械室食品実験室

無機化学

機器分析室

天坪室

機械室

大研修室

情報提供室

車庫

振動試験室

熔接試験室

耐電圧試験室

熱処理試験室

材料強度試験室

研削加工室

切削加工室

塑性加工室

放電加正室

(実  験 棟 )

中研修室

研究参与室

団磁賀県工葉

技術振興協会

機械室

機械室

精密計測室 (技術第二科 )

研究室

(技 術第一科 )

倉庫および機械室

食品加エ

試作室物理

試験室

ブラステ ック
デザイン

エ作室
製品開放

試験室
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参 考

◎ 建築設計方針

① 緑に囲まれた研究・研修機関のイメージにマッチした建物デザインとした。

② 建物配置については、動線および大型工作設備等の設置に配慮し、研究・管理棟と実験棟・開

放試験室を別棟とした。

③ 叛育・研修事業に使用する小 。中研修室は、夜間の利用に対応するため、一階の出入口に近い

位置とした。

④ 技術者の交流を促進する場として交流サロンを、中庭に面した環境の良い場所に設置した。

⑤ 会議 。研究会等、多目的に利用できる部屋を5階に設けた。

◎ 建築に取 り入れた特色ある設備

① ソーラーシステム

○ 冷暖房と給湯

このシステムは、通商産業省の補助を受けて設

置 したもので、石油資源の節約、省エネルギーと

共に、県民の方々に太陽エネルギーの有効利用に

対する理解を深め、認識を高めていただく事を目

的としています。設置場所は、技術交流 。人的交

流の場となる交流サロンで活用 しています。

このシステムの配管系統は、集熱回路 。冷暖房

回路・給湯回路の 3系統より成っています。

構造としては、太陽熱集熱器で太陽エネルギー

を集め、集熱ポンプによる循環運転で蓄熱槽に高

温水を蓄え、夏期には温水焚吸収式冷凍機による

冷房と、冬期には暖房を行い、さらに貯湯槽加

熱にも利用 し、厨房の給湯に利用 しています。 日射量が少なく集熱が不充分な時には、

して低圧温水ボイラーを稼動させます。

主な設備

太陽熱集熱器    真空管式集熱器 有効集熱面積  1.82m2  60本

蓄  熱  槽    開放型ステソレスパネルタンク 4,000″    1基

貯  湯  槽    開放型ステンレスパネルタンク 1,000ど    1基

熱 交 換 器        コイル能力             18,000kca1//h       l基

低圧温水ボイラー  A重 油焚  加熱能力  50,000kca1/h   l台
温水焚吸収式冷凍機 冷房能力        30,000kca1/h   l台
ハ  却  塔    開放型 冷却能力      40冷 却 トン   1基

膨 張 タ ン ク   ステンレス製         700を   1基

補助熱源 と
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空 気 調 和 器

ポ  ソ  プ

冷房能力 26,500kca1/h 暖房能力 33,000kca1/h

集熱、熱媒、冷温、冷却水、給湯第 1次、給湯第 2次

1基

各 1台

○ シンボル塔および外灯 (太陽エネルギー灯 )

シンボル塔は、滋賀県の美 しい自然と工業

技術センターの調和を軸に、ハイテ ックな表

現をいた しました。

4本の支柱は、①住民、②太陽、③水、④緑

を表わ し、これ らの要素を基盤に様々な技術

開発を進める技術センターのポ リシーをデザ

イン化 したものです。

資源の乏 しい 日本にとって石油に代わるエネ

ルギーの開発は大きな課題であ り、中でもク

リーンで尽きることのない太陽エネルギーを

電気に換える「太陽光発電」の技術はその将

来に大きな期待が寄せられています。

この技術を応用 し、実用化 したのがこの太陽エネルギー灯であり、シンボル塔および外灯 (16

基)に利用 してします。

② 床暖房 (玄関ロビー)

顔がほてって確かに暖房は効いているのに、どうも足腰が寒々する。また、玄関 ドアーの開閉の

ため冷たい空気が入ってきて、元の温度に戻るまで寒さを我慢 しなければならない、というように

普通の暖房機を使っていると不満があります。

このような問題点を解消するため、床暖房方式 (遠赤外線を放射する床暖房システム)を取 り入

れ効率的な暖房となるように努めています。

③ 電気配線等の地下埋設

電気、電話等の外部配線を地下埋設とし、敷地内の美観維持に努めています。

④ 渡 り廊下に間伐材の使用

県内産間伐材 (檜)の利用拡大を図るため、渡 り廊下の床面および屋根構造物に使用 しました。

また、実験室を除く各室は、フローリングブロック張 りにするなど、木材を多く取 り入れました。

⑤ 省エネルギーを考慮 した建物構造

研究管理棟の建物の窓の外にはすべて回廊を巡らして、省エネルギーに努めています。

⑥ 県内産材料の使用

研究管理棟外装に信楽焼タイルを使用するなど、県内産材料の使用に努めました。おもな県内産

材料は次のとおりです。

●研究管理棟

。建築 交流サロンエ芸タイル・工芸クロス・多目的ホール壁画クロス・ ビニールクロス・ レース
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カーテン・玄関ホール床300角磁器タイル・外装タイル・定礎板・ U字濤 。フチ石・ ヒュー

ム管・渡 り廊下間伐材・ コンクリー トパイル・ 壁織物 クロス・燻炭・ 骨材

C電気 配電盤・分電盤・変圧器・ コンデンサー・ 直流電源装置・ ソーラー照明

O設備 給配水管・ 弁類 。衛生陶器 。屋内消化栓・ ボイラー・冷凍機 。太陽熱集熱器・ハ却塔

●実験棟

O建築 木毛板 (天丼材料)。 コンクリー トパイル・ ヒューム管

O電気 配電盤・ 分電盤・ 変圧器

O設備 給配水管・弁類・衛生陶器

●別 棟

O建築 渡 り廊下間伐材・ セメン トフィラー・ コンクリー トパイル・ ヒューム管

O電気 分電盤

O設備 給配水管・ 弁類・ 衛生陶器

2.試 験・ 分析 機 器等 の施 設 整備 状 況

当初の試験 。分析機器の整備計画は、「滋賀県工業技術センター施設整備基金条例」により昭和

59年度から昭和61年度の 3カ 年を目途に導入する方針であ りましたが、オープソ直後の段階では職

員の充足 も十分でなく、短期間に多 くの設備を導入 しても有効な活用を期することが出来ない恐れ

もあ り、また、基金の有効的活用のためには出来得る限 り長期間に亘 って導入することが望ましい

ため当初の 3カ 年間は次の条件を設定 して設備整備を しました。

(ア )利用度の多い設備

(イ )汎用性のある設備

(ウ )試験に必要な基礎的設備

(工 )主 に試験・計測設備

今後は、利用範囲の拡大や状況変化に伴って必要となる施設の整備を中心に拡大を図っていきた

いと思っています。

なお、購入に当たっては「滋賀県工業技術センター設備機器仕様検討会議」を設置 し、広 く関係

機関との討議を重ね、機械設備の選定と調達の適正化を図ってきました。

(1)国庫補助金により取得 したもの (技術指導施設費補助金 )

60年 12月 11日一式
日本電色工業144

SZ― Σ30
測 色 色 素 コ ン ピ ュ ー タ

60年 12月 11日一式
14n日 立製作所
835-30(デ ータ処理付 )

ア ミ ノ 酸 分 析 装 置

取得年月 日数量規 格名

-66-



60年 12月 4日一式
伽島津製作所
GC 9AMシ ステム

コンピュータガスクロマ トグラフ

60年 12月 16日一式
蜘島津製作所
LC 6Aシ ステム高 速 液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ

60年 12月 12日一式
爛全研
GTX-2-lNテ ク ス チ ロ  メ タ

(2)日 本 自転車振興会の補助により取得 したもの

一 台
蜘島津製作所

蛍光 X線分析装置VF-320蛍 光 X線 分 析 装 置 61年 11月 26日

画 像 入 力 装 置 61年 11月 26日一式
爛 エー・ ア ィ・ エス

PI}4011シ ステム

モ ダ ル 解 析 装 置 61年 11月 26日一式
GENRAD社
GR-2515 CAT SYSTEA/1

赤 外 線 放 射 温 度 計 61年 11月 26日一 式

日本電気三栄爛
6T61, 2343, 9602, 44238,
6461, 7850, 49425

ガ ス 浸 炭 炉 60と千11月 5日一式
蜘島津製作所

SA/1C-0

画 像 解 析 装 置 60年 11月 5日一式
蜘島津製作所

オムニコン3500

60年 11月 5日一式
lln島津製作所
UET-50ね じ り 試 験 機

60年 11月 5日一式
爛国際機械振動研究所

VS-1000-5動 電 形 振 動 試 験 装 置

取得年月日数量規 格名
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(3)工業技術センター施設整備基金によ り取得 した もの

ウ ブ メ モ ラ イ ザ 60年 4月 1日一式
横河北辰電機蜘

3652-02

言己 録 計 60年 4月 1日一式
横河北辰電機爛

4088-11

標 準 抵 抗 器 60年 4月 1日一式
横河北辰電機帥

2792シ リーズ

直 流 精 密 測 定 シ ス テ ム 60年 4月 1日一 式
横河北辰電機m

2722-02がト

X Y  レ  コ ダ 60年 4月 1日一式
横河北辰電機卿

3033-23

デ ジ タ ル マ ル チ メ タ 一式
横河北辰電機仰

2501A-23
60年 4月 1日

目黒電波測器酬
WICR-4021R C発 振 器 60年 4月 1日一式

位 オロ 計 60年 4月 1日一式
目黒電波測器硼
ふ江Pふ江-551

岩崎通信機蜘
SC-7403デ ジ タ ル マ ル チ メ ー タ 60年 4月 1日一式

ユ ニ バ ー サ ル カ ウ ン タ 60年 4月 1日一式
岩崎通信機卿

SC-7204

ファンクシ ョンジェネ レー タ 60年 4月 1日一式
岩崎通信機lln

FG-350

交 流 電 圧 計 60年 4月 1日一式
横河北辰電機m

2013シ リーズ

交 流 電 流 計 60年 4月 1日一式
横河北辰電機帥

2013シ リーズ

直 流 電 圧 計 60年 4月 1日一式
横河北辰電機伽

2011シ リーズ

直 流 電 流 計 一式
横河北辰電機蜘

2011シ リーズ
60年 4月 1日

パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ 一 式
ハナファコム帥
C-280DS

60年 4月 1日

パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ

ネ ッ ト ワ ー ク シ ス

タ

ム

一　
テ

一式
日本電気伽PC 8801
KISネ ットワークシステム

60年 4月 1日

名 取得年月日数量規 格
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60年 4月 1日一式
安藤電気懺
AE-4212

ロ ジ ッ ク ア ナ ラ イ ザ

電子回路・パルス回路 。四則演算
回 路  等  実  習  機  器

60年 4月 1日一式
安藤電気阻

DL-3Dかト

60年 4月 1日一式
タケダ理研工業lln

TR-4132タト
妨 害 波 測 定 装 置

60年 4月 1日一 式
鵬菅原研究所
S-125N

ス ト ロ ボ ス コ プ

60年 4月 1日一式
安藤電気爛
RSシ リーズイ ン ダ ク タ ン ス 標 準 器

安藤電気爛
DSC-1可 変 蓄 電 器 60年 4月 1日一式

標 準 信 号 発 生 装 置 60年 4月 1日一式
松下通信工業硼
VPL3180A

抵 抗 減 衰 器 60年 4月 1日一式
安藤電気爛
AL-255, AL-205 AL-612N

歪 率 計 60年 4月 1日一式
松下通信工業爛
VP 7702C

記 録 電 力 量 計 60年 4月 1日一式
日置電機爛
3162

電 力・ 電 力 量 計 (単 相 用 ) 60年 4月 1日一式
日置電機爛
3181

60年 4月 1日一式
日置電機lla

3161電 力・ 電 力 量 計 (3相 用 )

60年 4月 1日一式
懺エヌエフ回路設計

ブロック FG-124フ ァ ン ク シ ョン ジ ェ不 レー タ

60年 4月 1日一式
タケダ理所工業仰
TR8601高 絶 縁 抵 抗 計

60年 4月 1日一式
安立電気爛
WIG-412B

パ ル ス 発 生 装 置

60年 4月 1日一式
目黒電波測器lln

MQ 1601Q メ タ

一式
リオンlln

NA-20騒 計 60年 4月 1日

取得年月日数量規 格名
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遠 心 沈 降式 粒度 分析 測 定 装置 60年 4月 1日一式
爛島津製作所

SA― CP2-20

原 子 吸 光 分 析 装 置 60年 4月 1日一式
lln島

津製作所
AA-670

自 記 分 光 光 度 計 60年 4月 1日一式
爛島津製作所

Uヽアー365

ダ ブ ル ビ ー ム 分 光 光 度 計 60年 4月 1日一式
い島津製作所

U 「ヽ-260

マ グ ネ チ ッ ク ス タ ー ラ ー 60年 4月 1日ム
ロ

東洋科学産業 14n

PA-6

日立工機い
160VPLD真   空   ポ  ン  プ 60年 4月 1日

一式フー リエ変換赤 外 分 光 光度計
ニ コレー社

5DX
60年 4月 1日

メ トラー社

PE-3600上 皿 電 子 天 軒 60年 4月 1日一 台

上 皿 電 子 天 研 60年 4月 1日台
メ トラー社
PE-360

60年 4月 1日台
東洋科学産業140

0PII-16D電 気 マ ッ フ ル 炉

一台
チ ョウハ ランスm
PD 2~300ヽ VWIB電 子 式 水 分 計 60年 4月 1日

記 録 直 流 電 圧 計 60年 4月 1日一式
岩崎通信機阻

SC-7401

60年 4月 1日一式
岩崎通信機伽
SC-7401記 録 直 流 電 流 計

岩崎通信機14n

SC-7204
ユ ニ バ ー サ ル カ ウ ン タ 60年 4月 1日一式

シ ン ク ロ ス コ プ 60年 4月 1日一式
岩崎通信機伽

SS-5421夕半

デ ジ タ ル LCRメ タ 60年 4月 1日一 式
横河ヒューレットパッカードm

4274Aタト

日本コンデンサエ業爛
T-50K60WIタト

耐 電 圧 試 験 シ ス テ ム 60年 4月 1日一式

名 取得年月 日数量規 格
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ル  盤  ( 中 )ボ 60年 4月 1日台
140北川鉄工所
KDR410

自 動 か ん な 盤 60年 4月 1日一式
144マ キタ電機製作所

♯2004

集 塵 装 置 付 両 頭 グ ラ イ ン ダ 60年 4月 1日一台
硼淀川電機製作所
SG205T

ボ ル 盤 60年 4月 1日14n吉 田鉄工所
YD2-55

熱 分 析 装 置 一式
理学電機140

TAS100
60年 4月 1日

m明石製作所
AVK―HFビ ッ カ ー ス 式 高 温 硬 度 計 60年 4月 1日一式

い三豊製作所
Th/1-111

工 具 顕 微 鏡 60年 4月 1日一式

分 析 用 電 子 天 袢 60年 4月 1日台
ザル トリウス社

1712A/1P8

電 位 差 滴 定 記 録 装 置 60年 4月 1日一式
平沼産業卿

8

酸素・ 窒素・ 水素同時定量装置 60年 4月 1日一式
爛堀場製作所

Eh/1GA-1300

振 ト ウ 器 60年 4月 1日一台
は剰イワキ

V―SN

オ ト ス ナ ル 60年 4月 1日一台
ヤマ ト科学140

WA-52G

排 ガ ス SO 分 析 装 置 60年 4月 1日一式
m島津製作所
IRA-106

ポ ー パ ブ ル ガ ス テ ス タ ー 60年 4月 1日一式
爛島津製作所
CGT-10-lA

60年 4月 1日一式
m島津製作所
NOA-305排 ガ ス NO 分 析 装 置

ポ ー タ ブ ル 酸 素 分 析 計 60年 4月 1日一式
爛島津製作所
POT-101

リ ウ ム 比  重  計 60年 4月 1日一 式
lla島 津製作所

1303

取得年月日数量規 格名
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60年 4月 1日一式
卿明石製作所

h/1VK―E徴 小 硬 度 計

60年 4月 1日一台
富士電波工業 144

FE-20電 気 マ ッ フ ル 炉

60年 4月 1日一式
蜘東洋衝機製造所
PC-160N疲 労 試 験 機

60年 4月 1日東洋科学産業lth

ES卜47
精 密 恒 温 水 槽

60年 4月 1日一式
爛柳本製作所
AES-2電 解 分 析 装 置

定 電 位 電 解 装 置 60年 4月 1日一式
仰柳本製作所
VE-8

爛 日本精機製作所
NS200-Pl超 音 波 ピ ペ ッ ト 洗 浄 器 60年 4月 1日一式

ラ ボ ラ ト リー ウ ォ ッ シ ャ 60年 4月 1日一式
ヤマ ト科学m

AヽV-62

60年 4月 1日台
爛堀場製作所
F-8

p   H   メ 芽

60年 4月 1日台
三洋電機140

W[OV-202F定 温 乾 燥 器

60年 4月 1日旭鋼機蜘
オー トU1300糸 鋸 盤

60年 4月 1日
日立工機爛
CB-100F

ソ ド ソ

60年 4月 1日lln藤田製作所
DG-30Bド    リ   ル   研   肖」  盤

60年 4月 1日一式
仰松井製作所
WIC-15A金 型 温 度 調 節 機

集 塵 装 置 付 高 速 砥 石 切 断 機 60年 4月 1日一式
富士製砥爛
FS-16B

60年 4月 1日一式
140ア マダ
H-250SA帯 鋸 盤

昭和電機爛
SBG―CBX集 塵 装 置 付 両 頭 グ ラ イ ン ダ 60年 4月 1日

取得年月 日数量規 格名
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60年 4月 1日一 式
仰明石製作所
AVT=B振 動 計

60年 4月 1日蜘三豊製作所
UDT-105

ダ イ ヤ ル ゲ ー ジ テ ス タ ー

60年 4月 1日硼三豊製作所
517-309辺赳

精 密 石 定 盤

60年 4月 1日144ユ ニ精機
U」-103N011精 密 招 合 定 盤

60年 4月 1日一式
オ リンパス光学工業爛
PWI-10-ADS-1顕 微 鏡 写 真 撮 影 装 置

湿 式 ベ ル ト 粗 研 磨 機 60年 4月 1日一式
ビュー ラー社

16-1270

60年 4月 1日一式
啓

０．

一二
１０

ｍ
熱 風 乾 燥 機

60年 4月 1日一式
ビュー ラー社

20-1320
油 圧 式 手 動 埋 込 機

60年 4月 1日一式
日本光学工業TAl

マルチフォトモデル13
大 型 マ ク ロ 写 真 装 置

60年 4月 1日一式
ビュー ラー社

44-1502-003試 料 研 磨 機

60年 4月 1日一式
日本光学工業lln

SW[Z-10-3実 体 顕 微 鏡

60年 4月 1日一式
日本光学工業帥
VWIS― FT-1金 属 顕 微 鏡

振 動 レ ベ ル 計 60年 4月 1日一式
爛国際機械振動研究所

VⅢI-1220C

60年 4月 1日一式限島津製作所ブ リ ネ ル 硬 さ 試 験 機

60年 4月 1日一式
爛島津製作所
AG-5000Aイ ン ス トロ ン型 万 能 試 験 機

60年 4月 1日一式
lln島津製作所

摩 耗 試 験 機

万 能 材 料 試 験 機 60年 4月 1日一式
lln島津製作所
UDH―F50

名 取得年月日数量規 格
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高 温 ク リ ー プ 試 験 機 60年 4月 1日一式
m東京衝機製造所

マルチプル型

ロ ッ ク ウ ェ ル 硬 さ 試 験 機 60年 4月 1日一式
伽明石製作所
ARD―A

ビ ッ カ ー ス 硬 さ 試 験 機 60年 4月 1日一式
140明 石製作所
AVK―A

空 気 ば ね 式 除 振 台 60年 4月 1日一台
明立精機 lln

AD-129

万 能 投 影 機 60年 4月 1日一式
140三豊製作所

P」-311

60年 4月 1日一式
m三豊製作所

F1006
三 次 元 測 定 機

60年 4月 1日一式
ソニー・ テク トロニクス140

576半 導 体 カ ー ブ ト レ ー サ

一式
タンディ社
TRS80モ デル16B

グ

タ

ン
　
一

リ

ユ

ア

ピ

ニ

ン

ジ

コ

ソ
　
ニ

エ
　
ミヽ

60年 4月 1日

一式
岩崎通信機仰
SM-2100C波 形 記 1臆 解 析 処 理 装 置 60年 4月 1日

ス ト レ ジ ス コ プ 60年 4月 1日一式
岩崎通信機m

TS-8123

60年 4月 1日一式
山菱電機 140

HAA-2K周 波 数 変 換 器

交 流 定 電 圧 電 源 装 置 60年 4月 1日一式
山菱電機140

SNAC―SS

交 流 定 電 圧 電 源 装 置 60年 4月 1日一式
メトロニクス140

ACV-2-7551

60年 4月 1日一式
岩崎通信機lln

SC-7401タト
記 録 交 流 電 圧 計

60年 4月 1日一式
岩崎通信機蜘

SC-7401タト
記 録 交 流 電 流 計

エ  ル ネ ー タ 電 源 装 置 60年 4月 1日一式
メトロニクス伽
523Bタト

60年 4月 1日一式
l14サ ソコウ電子研究所
SL-110, EL-10膜 厚 測 定 器

名 取得年月 日数量規 格
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60年 4月 1日一式
京都電子工業伽
TC-32熱 伝 導 率 計

60年 4月 1日一式
スガ試験機帥
HGヽ1-2DP

ズ  メ タ

一式
伽松井製作所
PO-80乾 燥 機 60年 4月 1日

60年 4月 1日一式
蜘東洋精機製作所
No.527プ ラ ス チ ッ ク 試 料 調 整 機

下式
144島 津製作所
UF-15振 動 疲 労 試 験 機 60年 4月 1日

エ リク セ ン型 被 膜 度 試 験 機 60年 4月 1日一式
lln安日精機製作所
No.516

コ ル 硬 度 計 60年 4月 1日一式
バーバーコルマン社
GYZ」 シリーズ

超 高 速 昇 温 電 気 炉 60年 4月 1日一式
l10モ トヤマ

SC-2025S

熱 変 形 温 度 測 定 機 60年 4月 1日一式
爛東洋精機製作所
S3-FH

ア バ ー 摩 耗 試 験 機 60年 4月 1日一式
爛東洋精機製作所
No.410

60年 4月 1日一式
m東洋精機製作所

h/1-C3
ガ ス 透 過 率 測 定 装 置

一式
m東洋精機製作所

612
ア イ ブ ッ ト 衝 撃 試 験 機 60年 4月 1日

60年 4月 1日一 式
帥東洋精機製作所

611
シ ャ ル ピ ー 衝 撃 試 験 機

60年 4月 1日一式
lln東洋精機製作所

PL001
メ ル ト イ ン デ ク サ

一式
ヤマ ト科学蜘
PR-503

プ ラ ズ マ リ ア ク タ 60年 4月 1日

シ ア ー 硬 さ 試 験 機 60年 4月 1日一式
ltB東 京衝機製造所
D

湿 式 試 料 切 断 機 60年 4月 1日一式
小松商事爛
VH-603型

数量規 格名 取得年月日
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60年 4月 1日台
硼 トミー精工

SS-320高 圧 滅 菌 器

60年 4月 1日一式
蜘朋来鉄工所

「ヽ-360粉 砕 機

60年 4月 1日一式
島津理化器械144

SヽVAC-700オ ト ス チ ル

オ リンパス光学工業卿
BHS―Nシ ス テ ム 生 物 顕 微 鏡 60年 4月 1日一式

爛平山製作所
PC-305-S

プ レ ッ シ ャ ク カ 60年 4月 1日一式

フ ラ ク シ ソ コ レ ク タ 60年 4月 1日台
m大 日本精器
DFC-100U

精 密 ア ッ ベ 屈 折 計 60年 4月 1日伽 ア タゴ

3

60年 4月 1日一式
ノバツーナ社
HUMIDAT RC水 分 活 性 測 定 装 置

60年 4月 1日一式
不動工業蜘
NRW[-2010」―CヽV

レ   オ   メ タ

60年 4月 1日ムロ一一一

三洋電機 140

WIPR-210薬 用 冷 蔵 シ ― ケ ー ス

三洋電機 lln

A/1DF-380AT超 低 温 フ リ ザ 60年 4月 1日

60年 4月 1日
三洋電機 lln

WIIR-251
イ ン キ ベ タ

三 台
三洋電機 lln

Ⅲ生IR-151
イ ン キ ベ タ 60年 4月 1日

ロ ー タ リ ー エ バ ポ レ ー ケ ー 60年 4月 1日一式
柴田器械化学工業144

RE-120A― QヽV

恒 温 乾 燥 器 60年 4月 1日一 台
三洋電機蜘
WIOV-202

紫 外 線 ウ ェ ザ ー メ ー タ 60年 4月 1日一式
スガ試験機lln

VヽEL― SH-2C

一式
スガ試験機140

VヽEL-6XS―DCllとBE
デ ューサ イ クル サ ンシ ャイ ン

キ セ ノ ン ウ ェ ザ ー メ ー タ
60年 4月 1日

数量規 格名 取得年月 日

-76-



60年 10月 11日一式
セン トラル科学硼
UD-1D   O   メ タ

I Cロ ジ ッ ク テ ス タ 60年 10月 11日一式
横河 ヒューレット・ パ ッカー ドllk

10529A

60年 4月 1日一式
富士写真フィルム帥
A 450

写   真   引  仲   機

60年 4月 1日一式
ツビック社
3115, 3117, 7206

デ ュ ロ メ ー タ ー 硬 度 計

60年 4月 1日一式
阻岡野製作所
ESA-302CTtゴ  い じ ん 量 測 定 装 置

60年 4月 1日一式
レコ社
CS-344炭 素 硫 黄 同 時 定 量 装 置

60年 4月 1日一式
カールツァイスイエナ社
ULW101-600D万 能 測 長 機

真 円 度 測 定 装 置 60年 4月 1日一 式
ランクテーラーホブソン蜘

タリロン ド731H

60年 4月 1日一式
岩崎通信機 14●

SC-7501
マ  ル  チ  ロ  ガ

60年 4月 1日一式
卿ディジテ ック研究所

NWIS-808A/1

マイクロコンピュータプログラム

開  発  シ  ス  テ  ム

60年 4月 1日一式
硼 タバイエスペ ック
PL-3GT低 温 恒 温 恒 湿 槽

60年 4月 1日一 式
硼 日本精機製作所
AWIホ モ ジ ナ イ ザ

60年 4月 1日一台
ヤマ ト科学爛
BT-46ウォー ターバ スイ ンキ ュベ ー タ

60年 4月 1日爛堀場製作所
F-8AT

p  H  メ タ

60年 4月 1日一式
日立工機ltn

OSI■21B卓 上 遠 心 機

60年 4月 1日一台
硼 寡バイエスペ ック
LG-122型乾 熱 滅 菌 器

60年 4月 1日台
llnタ バィェスペ ック

LHU-112T恒 温 恒 湿 器

取得年月日数量規 格名
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パ ル ス核 磁 気 共 鳴 分 析 装 置 60年 11月 6日一式
日本ブルカー伽

ミニアペ ック PC-120

電 気 泳 動 装 置 60年 11月 6日一式
ア トー爛

S」-1065夕半

赤 外 分 光 光 度 計 60年 11月 6日一式
lln日 立製作所

270-30

FRP専 用 超 音 波 厚 さ 計 60年 11月 6日一式
日本パナメ トリクス爛
A/10DEL 5227

磁 粉 探 傷 装 置 60年 10月 29日一式
電子磁気工業酬
ER-26YD,Um-5BF

一式
m藤田製作所
DT50-EXド   リ ル シ ソ ニ ン グ 盤 60年 10月 29日

一式
グラフテ ック体刺
MITABLET一 Ⅱ (KD4030)座 標 読 取 機 (デ ジ バ イ ザ ) 60年 11月 5日

一式
山菱電機爛
NAC-lKAC安 定 化 電 源 装 置 60」千11月 5日

一式
横河北辰電気140

2550-03
D C電 圧 電 流 発 生 器 60年 11月 5日

ガ  ウ  ス  メ タ 60年 11月 5日一式
電子磁気工業140

GM-1220

高 周 波 L CRメ ー タ 60年 10月 30日一式
横河 ヒューレット・ パ ッカー ド爛
4275A

三基電子工業14●

LSG-12K― S
ラ イ

ン

ト ニ ン グ サ ー ジ
レ タ

60年 11月 5日一式

EMCシ ミュ レー タ シ ス テ ム 60年 11月 5日一式
三基電子工業爛
TN-2000F

ガ ス ト ロ マ ト グ ラ フ 60年 11月 2日一式
い柳本製作所
G2800FP

一式
爛柳本製作所

OIL-103油 分 濃 度 計 60年 11月 2日

A C電 圧 電 流 発 生 器 60と千11月 2日一式
横河北辰電気爛

2558-01

デジタル・ ス トレージ 。オンロ 60年 11月 2日一 式
岩崎通信機爛

DⅢIS-6440 SS-5705

名 取得年月 日数量規 格
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超 音 波 探 傷 機 一式
立石電機阻
UTRON-50

60年 11月 5日

一式
横河 ヒューレット・ パ ッカー ド(湘

5035T論 理 回 路 検 査 器 60年 11月 5日

ソ フ ト開 発 ス テ ー シ ソ 60年 10月 22日一式
日本電気伽
PC-9801E

薄 板 専 用  プ ラ ズ マ 切 断 機 60年 H月 5日一式
松下電器産業卿

カ ットスタート 35

C02自 動 熔 接 機 60年 11月 5日一 式

大阪変圧器爛
マイコンインバータ

オー トメモ リー300

ア ル ゴ ン ガ ス 熔 接 機 60年 H月 5日一式
松下電器産業爛

ハナティグWS 300

ス ポ ッ ト 熔 接 機 60年 11月 5日一式
松下電器産業m
YR-150SA-2V

フ ラ イ ス 盤 一式
平岡工業lln

スケールマチックMS SC―V 60年 11月 5日

CNCト レーニングフライス盤 60年 11月 5日一式
エ コ ム

Fl―CNC

CNCト レ ー ニ ン グ 旋 盤 60年 11月 5日一 式
エ ム コ

COWIPACT 5CNC

万 能 工 具 研 削 盤 60年 H月 5日一式
爛松沢製作所

ⅢIZ-8BG

X線 回 折 装 置 60年 10月 23日一式
理学電機伽
RAD―RB

ポ 方 ブ ル 濁 度 計 60年 11月 1日一式
蜘堀場製作所

水質チェッカーU7

スガ試験機阻
CT-3湿 潤 試 験 機 60年 11月 1日一式

一式
日本光学工業m
XTP ll偏 光 顕 微 鏡 60年 11月 1日

日本分光爛
UVIDEC-340分 光 光 度 計 60年 11月 1日一式

真 空 熱 処 理 炉 60年 11月 5日一式
144島 津製作所
VVLta 10/8

第 取得年月日数量規 格
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60年 7月 26日一 式
蜘島津製作所

A-011-314タト
空 気 式 平 面 形 つ か み 装 置

60年 12月 13日一式
電子磁気工業酬
BH-5300UVタト

磁 気 特 性 測 定 装 置

60年 12月 16日一式
島津理化器械阻
AI0 1外

メ カ ト ロ ニ ク ス 制 御 装 置

60年 11月 2日一 式
ランク・ テーラ・ ホブソン爛

タリサーフ6
表 面 粗 さ 測 定 機

60年 11月 2日一式
ランク・ テーラ・ ホブソン蜘
TA-121オ ト  コ  リ  メ タ

60年 11月 1日一式
ワシノエ機 144

LN-32A Ⅱ, WASPAC-3C旋 盤

60年 11月 1日一式
萩原電気爛

W[8304
大 口 径 ボ ル ト 軸 力 計

60年 11月 1日一式
萩原電気蜘

A/18006
ボ ル ト 軸 力 計

60年 11月 8日一式
日本真空技術 lMl

DF-01H凍 結 乾 燥 装 置

一式
爛スガ試験機
CASSER ISO-3キ ャ ス 試 験 機 60年 11月 1日

60ぢ弔11月 5日一式
爛島津製作所
CS-930

二 波 長 ク ロ マ トス キ ャ ナ ー

全 有 機 波 素 計 60年 11月 5日一式
卿島津製作所
TOC-500

60年 11月 5日一式
総合計装阻
TR205N衝 撃 試 験 用 ロ ー ド セ ル

60年 10月 25日一式
日木ゼネラル帥
サイクロテック

試 料 粉 砕 器

60年 10月 25日一式
三 ツワ理化学工業爛
KM」 -5

ジ  ャ フ ア メ ン タ

60年 10月 25日一式
仰東京衡機製造所

TF-102-12深 絞 り 試 験 機

超 音 波 厚 さ 計 60年 10月 25日一式
日本パナメ トリクスlIIn

5222, 5220-5

名 取得年月日数量規 格
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62年 1月 20日
フッフマスターm
C卜 1

モ ノ ク ロ マ チ ッ ク ラ イ ト

62年 2月 20日一式
オプテ ックスm
HDlPT

ソ
精

ハ　
古同

ノ
温

痺ジ

低

一ア
／く

温 度

用

計

ケ度

62年 2月 20日一式
オプテ ックスllh

HDlK」
デ ジ ボ ル ハ ン

(一 般 高

計

ナ腿用
ド
温

静 電 電 圧 計 62年 1月 31日
横河北辰電機卿

2064-03

61r■ 11月 15日一式
硼三豊製作所
TDV100型精 密 三 次 元 バ イ ス

61年 11月 21日カールツアイス社D / A コ ン バ タ

60年 10月 15日一式
キャビンエ業爛A F250D 2台
ディブルブコン トローラ

ス ラ イ ド 映 写 シ ス テ ム

61年 3月 24日一 式
爛島津製作所
PYRlA外熱 分 解 式 高 分 子 分 析 装 置

61年 3月 17日一式
三田村理研工業m
QDS-10M外

自動式窒素蛋 白質迅速定量装置

61年 3月 15日一式ブジ一

一　
ラ

ソ

フ

カ

リ

爛

小 型 昇 降 機

61年 3月 15日一式
テ ィア ック伽
W[R-30カ セ ッ ト デ ー タ レ コ ー ダ

61年 3月 31日一式
m島津製作所
AG-5000A型用

オ ー ト グ ラ フ 用 伸 び 計

レ  ベ  ル   レ  コ ダ 61年 1月 27日一式
リオンは剰
LR-04

デ ザ イ ン ス コ プ 60年 12月 10日一台
卿いずみや
FA5000

60年 10月 18日
ヒース社

HERO-1
マ  イ  ク ロ ロ  ボ

60年 8月 1日一台
三洋電機爛
EMO―A52W型電   子   レ ソ    ジ

60年 8月 8日一式
l10日 立製作所
VM 200型 外

ビデオテープ レコー ダシステ ム

取得年月日数量規 格名

-81-



一式

仰三豊製作所

TPl, 577626, 597627, 597686,
597641

二 次 元 測 定 機 用 プ ロ ー ブ 62年 3月 15日

表 面 粗 さ 計 62年 3月 15日一 式

ランク・ テーラ・ ホブソフ14Al

SURTRON IC 10 Ra型
SURTRON IC 10-Rtm型

一式
阻 ツガ ミ

B-210, B-19, B-20, B-39ね じ 測 定 用 三 針 類 62年 3月 15日

一式
酬三豊製作所
No 313-101針 ユ ツ     ト 62年 3月 15日

台
横河北辰電機爛

2793-01
変
抗

可ル
抵

ャ
低

イダ

ぐ
抵 抗 器

用
62年 2月 25日

変
抗

可ル
抵

ャ
一局

イダ

＜
抵 抗 器

用
62年 2月 25日台

横河北辰電機爛
2793-03

ロ ボ ッ ト ハ ン ド 62年 3月 20日一式
中村機器14H

CH10X一 B―RS

ロ ボ ッ ト ハ ン ド 62年 3月 20日一式
中村機器硼
CH14-LS2

ロ ボ ッ ト ハ ン ド 62年 3月 20日一式
中村機器蜘
CH13-LS2

一式
中村機器14●

CH10L― B―RSロ  ボ  ッ  ト ハ  ン  ド 62年 3月 20日

llhヒ ラサワ

キャピロインキュベーター

HZC-3型
嫌 気 性 培 養 装 置 62年 3月 23日一式

パ ル ス レ ー ザ ー ダ イ オ ー ド

振   動   装   置
62年 3月 10日一式

浜松ホ トニクス蜘
C2508

一台
柴日化学器械工業爛

lAW[-1攪 拌 機 62年 3月 10日

光 ハ ン デ ィパ ワ ー メ ー タ ー 62年 3月 5日一 台
アンリツ爛
ⅢIL 96B

デ ジ タ ル 温 湿 度 計 62年 2月 20日一 台
島津理化器械蜘

携帯用 D」 T70

振 動 レ ベ ル 計 62年 2月 10日一 台
mリ オソ

VM 14B型

アルバ ックサー ビスlkl

R03型逆 浸 透 濾 過 器 62年 1月 19日一式

数量規 格名 取得年月 日
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静 歪 測 定 器 61年 11月 26日一 式
日本電気三栄 llB

7 「ヽ08, 1523, 1524, 5766

ス ペ ク トラ ム・ ア ナ ラ イ ザ 61年 11月 28日一 式
(榊 ア ドバ ンテス ト

TR41730pt01

安藤電気開
AE-5104回  線  ト  レ サ 61年 11月 21日一式

表 面 抵 抗 計 (低 抵 抗 用 ) 62年 3月 20日一式
三菱油化144

WICP T200

He一 Neレ ー ザ 発 振 器 62年 3月 10日下 台
日本電気爛
GLG5600

He― Neレ ー ザ 発 振 器 62年 3月 10日一台
日本電気硼
GLG5380

電 磁 波 発 生 装 置 62年 3月 31日一式
東北金属工業 140

5522-A

直 流 安 定 化 電 源 62年 3月 31日一式
メ トロニクス懺
DS-25-20Z2

表 面抵 抗 計 (ソ フ トウ ェア ) 62年 3月 20日一 式
三菱油化爛

A/1C卜 TS01

表 面 抵 抗 計 (高 抵 抗 用 ) 62年 3月 20日一式
三菱油化 140

A/1C}HT201

高 性 能 磁 界 測 定 器 62年 3月 18日一式
ミシマタイムインダス トリー140

ⅢIODEL 123A

熱 転 写 方 式
マ ル チ カ ラ ー ハ ー ドコ ピ ー

62年 3月 13日―一デ亀
セイコー電気工業爛
CH-5312A3

フ ロ タ 62年 3月 25日一式
硼ア ドバ ンテス ト

TR9835R

電 算 機 用 電 源 装 置 一式
日本電算設備 14n

NT-3-30ヽV2-11
61年 11月 29日

非接触ハンディ温度計 (低温用 )

ミノル タ14n

IR-0510
62年 1月 20日

非接触ハンディ温度計 (高温用 )

ミノルタ144

1R-630
62年 1月 20日

全 自 動 製 氷 機 62年 3月 23日スコッツマン社llB AF-20

名 取得年月 日数量規 格
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61年 9月 26日一 式
14● 日本精機製作所

US 600型細 胞 破 砕 装 置

61年 11月 29日一式
爛 日立製作所
R-90H型核 磁 気 共 鳴 分 析 装 置

62年 12月 8日一 式
n大岳製作所

OT―ST-9
ワ ー ル ブ ル グ 検 圧 装 置

614「 11月 28日一 式

伽東洋精機製作所
ダイナ ミックモジュラース

テスター

ダ イ ナ ミ

ア

ッ ク モ ジ ュ ラ ー ス

ス タ     ー

一 式
14●東洋精機製作所

レオログラフソリットS型動 的 粘 弾 性 測 定 装 置 61年 11月 28日

爛 日立製作所
S-650(分 析システム付 )

工
走

不ヽ ギ

型

散

子

分

電
分 析 装 置 付

査 顕 微 鏡
614「 11月 28日一 式

爛島津製作所
ICPS-1000Ⅱ

I C P発 光 分 析 装 置 61年 11月 26日一式

北斗電工 144

HZ-lA全 自 動 分 極 装 置 61年 10月 25日一式

ク レ ソ 61年 9月 19日一式
llnキ トー

EL3-12

疲 労 試 験 用 伸 び 試 験 装 置 61年 12月 5日一 式

阻東京衡機製造所
DSA10/10N, 25/10N,GL50,
GL100,Tふ江D-lA,IA/1B-1

一式

明三豊製作所
HTP替 測定チセ ット

T卜2,PS 7R,マ スターボール
二 次 元 測 定 機 プ ロ ー グ 61年 9月 25日

DOALL社ォ ブ チ カ ル フ ラ ッ ト 61年 11月 28日一 式

非 接 触 変 位 計 61年 10月 25日一式
アンリツ卿
M533A,02L測定スタン ド

衝 撃 試 験 機 61年 11月 26日一式
爛島津製作所
30Kgf m形

62年 11月 21日一式

松下電器産業爛
NM-6652S, PanataC361 プロ

グラマ .マ ルハ寅機tttSF-1000
多 軸 ロ ボ ッ ト

一 式
日本電気三栄llB

ビジグラフ5L42電 磁 オ ツ ロ グ ラ フ 62年 11月 26日

動 歪 測 定 器 61年 11月 26日一式
日本電気三栄開
6h/184, 6Ⅲ192

名 取得年月日数量規 格
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61年 9月 25日一式

ビューラー社
ダイヤモン ド研磨
デ ィスクシステム

ダ

デ

イ

　

イ

磨

ト

研

ツ

ド

ニ

ン

ユ

モ
ク

ヤ

ス

61年 9月 26日一式
爛明石製作所

ビッカース硬度計 AVK― A用計 測 顕 微 鏡

プ レ ス (実 験 ・ 研 究 用 ) 61年 11月 28日一式

爛大阪ジャッキ製作所
シ ョッププレス30KPA―A
T35H30, AH-1/2DS

マ ス タ ー リ ン グ ゲ ー ジ 61年 10月 27日一式黒田精工爛

マ ス タ ー プ ラ グ ゲ ー ジ 61年 10月 27日一 式黒田精工爛

電 子 イ  ク メ タ 61年 10月 29日一 式

爛三豊製作所
h/1303, h/1LH-321, A/1CH-331
TS―R

61年 11月 26日一式
卿昭和測器
TCL-20L, TCL-100L変 位 変 換 器

61年 12月 6日一式

蜘共和電来

T―P2KA/1AB, TP50KW[AB,
RBE-4A

ト ル ク 変 換 器

61年 12月 6日一 式

爛共和電業
AS-10B, 50B, 200A, 1000A
AS-50TB, 500TA

加 速 度 変 換 器

61年 11月 20日一式
日本電気三栄 OAl

9E01-L22-2T, 9E01-L21-5UK荷 重 変 換 器

61年 11月 26日一式

日本電

7E02-P3-20,500,GDB― H-200
LPtT-0.5, 8510B2000

圧 力 変 換 器

61年 11月 28日一式
llaア ドバンテス ト

TR173プラスチ ック・ シール ド材評価器

61年 11月 28日一式
m備文
VAA/18B真  空  ら  い  潰  機

61年 11月 28日一式
蜘品川工業所
2QTVP真 空 煮 練 機

61年 12月 8日一 式
日立工機lln

SCP70H型分 離 用 超 遠 心 機

61年 12月 8日一 式
日立工機爛
SCR-20BB型高 速 冷 却 遠 心 介 離 機

振 ト ウ 培 養 装 置 61年 7月 26日一 式
伽いわ しや生物科学

山  [R―S-20P型

取得年月 日数量規 格名
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61年 11月 27日一式
卿西原製作所

T1/-447-S
卓 上 真 空 包 装 機

爛品川工業所
50Ⅲ鉦V― r

粉 体 混 合 機 61年 11月 28日一式

61年 11月 28日一式
北沢産業爛
KSP 611卓上型

電  気  オ ブ   ソ

61年 9月 26日一式
芝浦システム140

ビスメ トロソVDA―L回 転 粘 度 計

61年 9月 26日一式
日本電色工業限
ⅢIODEL― VG-2PDデ ジ タ ル 携 帯 用 光 沢 計

東洋科学産業伽
オイレックスEHT 45オ ー トマ チ ッ ク 恒 温 油 槽 61年 10月 29日一式

61年 10月 27日一式

ビューラー社

精密低速切断機アイソメット
11-1180聖』

精 密 低 速 切 断 機

取得年月日数量規 格名
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3.組織と職員の状況

機構および業務内容

企画管理課

所 長一 次 長 技術第一科

職員数 20名

優枠1と名)

技術第二科

職員名簿

職員の異動

管  理  係 (1)

(2)

センターの庶務に関すること。
その他他の科および係に属さない事項

試験研究の企画調整に関すること。
工業技術の情報および調査研究に関すること。
工業技術振興協会に関すること。
その他工業技術の振興に関すること。

企  画 係 (1)

(2)

(3)

●)

電 子応 用 係 (1)電 気・電子技術に関する試験研究および指導
に関すること。

機 械 応 用 係 (1)機械技術に関する試験研究および指導に関す
ること。

工 業 材料 係 (1)工業材料に関する試験研究および指導に関す
ること。

化 学 食 品係 (1)化学および食品に関する試験研究および指導
に関すること。

デ ザ イ ツ係 (1)産 業デザインに関する研究および指導に関す
ること。

(昭和62年 3月 31日 現在 )

所 付 主 査
((孵

爵岳畜報鴨)

中 山 勝 之 技 師 松 本   正

所付冨1参 事
((財 )潜

癸
県
退報鴇〉

技 師上 田 成 男 主 任 技 師櫻 井   淳 矢 田  稔

主 査 主 任 技 師山 本 和 好
化 学 食 品
係長  (兼 )

月 瀬 寛 二 今 西 康 博

企 画 係 長 主 査川 尻 良 治 技 師河 村 安太郎 井 上 栄 一

主 任 主 事
機 械 応 用
係 長  (兼 )

中 西 洋 子 技 師斉 田 雄 介 山 中 仁 敏

管理係長 (兼 ) 技 師三 上 淳 一 主 任 技 師池 田 滋 亜 清 水   茂

課 長 主 任 技 師三 上 淳 一 主 査川 崎 雅 生 西 内 廣 志

企 画管 理 課 電子応用係長 工 業 材 料 係井 上 嘉 明

岸 本 正 一次    長 科 長 専  門  員斉 田 雄 介 今 西 康 博

畑   信 夫所 長 技 術 第 一科 技 術 第 二 科

職  名 職   名氏   名 氏   名 氏    名職  名

次 長 卜
缶

４

６．木 下 信 彦 県議会事務局議事課長

前 職 名 在職期間氏   名 異 動 後 の 勤 務 先
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4.予算の概要

(1)開所までの経過

2,613,005,217計

1,116,927,000一般財源

150,000,000県債

工業技術試験研究施設整備基金からの取 り崩 し 350,189,350

69,906,867財産運用収入

853,500,000繰越

日本自転車振興会補助金 58,585,000
歳

入

13,897,000国庫補助金

計 2,613,005,217

69,906,867工業技術試験研究施設整備基金への積立て

21,110,000工業技術振興懇話会および調査等事務費

4,000,000(財 )滋賀県工業技術振興協会への出損金

試験研究用備品等設備整備 350,189,350

18,427,000設計監理費

1,658,371,000建築工事費 延 5,397.67m2
歳

出

昭

和

５９

年

度

510,000,000円用地買収    32,016.29m2

117,683,437計

5,457,000一般財源

73,716,437財産運用収入
歳

　

　

入

38,510,000繰越

117,683,437計

73,716,487工業技術試験研究施設整備基金への積立て

1,617,000調査等事務費

建設予定地の上質調査 3,840,000歳

　

　

出
昭

和

５８

年

度

38,510,000建物等基本設計および実施設計

1,202,695,240計

歳

入

一般財源 1,202,695,240

1,202,695,240計

1,200,000,000工業技術試験研究施設設備基金の設置

2,290,000建物等基本設計費
歳

　

　

出

昭

和

５７

年

度

405,240円基本計画作定費

概 要 金   額
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(2)昭和60年度の概要

890,517,184計

92,468,366人件費

63,388,664工業技術センター施設整備基金への積立て

3,006,586技術ア ドバイザーおよび巡国技術指導費

1,550,000技術指導費

4,086,000技術開発費

5,036,000研究企画調整費

16,171,930試験研究指導費

295,149,000試験研究用備品等設備整備

29,580,481(財 )滋賀県工業振興協会への助成

330,000,000工業技術振興基金の積立

45,393,157庁舎等管理運営費 (普及広報費を含む)

4,687,000円開所記念事業

目

的

別

歳

出

の

状

況

金   額概 念

科目別内訳は、次のとおりでサ。

なお、工業技術振興寄付金が当初の目的に達 しなかったため、未執行額が大きくなりました。
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歳 出

1,063,796,186総 計 173,279,002890,517,184

1,063,275,586合 計 173,279,002889,996,584

/Jヽ 計 173,279,002886,921,9981,060,201,000

9,000公  課  費 2008,800

568,389,000積  立  金 170,000,386393,388,664

28,202,000
び

13,27528,188,725

299,494,000備 品購 入 費 1,179,070298,314,930

料
20,990279,010300,000

委  託  料 21,377,03021,494,000 116,970

1,944,405役  務 費| 1,945,000 595

需  用  費 43,058,58943,646,000 587,411

3,258,5983,739,000旅    費 480,402

1,138,4001,622,000報  償  費 483,600

14,270,97614,315,000共  済  費 44,024

30,031,000職 員 手 当 63,96629,967,034

給 料 16350,026,83750,027,000

報    酬

工

業

技

術

セ

ン

タ

費

中

小

企

業

費

1,700,0001,988,000 288,000

3,074,586/J 計 3,074,586

37,000 37,000

149,380 149,380

897,206 897,206

0423,000423,000

68,00068,000工

業

振

興

費

報  酬  費

旅 費

需  用  費

役  務  費

商

　

工
　

業
　
費

商

工

費

1,500,0001,500,000

520,600520,600

賃    金
一 般
管理費

総 務
管理費総務費

合 計

520,60dP520,60dP

節目項款
執 行 額予 算 額

科 目
残   額
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歳 入

(3)昭和61年度の概要

科 目別内訳は、次のとお りです。

(単価 円 )

489,934,094660,807,000計 489,934,094

40,845,00040,845,000諸 収 入 日本自転車振興会補助金40,845,000

241,353,330242,523,000繰 入 金 工業技術センター施設整備基金取り崩し241,353,330

300,000,000寄 附 金 130,000,000130,000,000 工業技術振興寄附金

63,389,000財 産 収 入 63,388,66463,388,664 工業技術センター施設整備基金運用収入

国庫支出金 12,950,00012,950,00012,950,000 国庫補助金

び
料

及料
数

用使
手

1,397,1001,397,1001,100,000
試験分析機器等設備使用料 865,900円

試験等手数料      531,200円

収入済額調 定 額予 算 額科   目 摘 要

628,482,564計

100,027,032人件費

工業技術センター施設整備基金への積立 43,931,510

技術ア ドバイザーおよび巡回技術指導費 3,389,765

5,209,000技術指導費

9,020,000技術開発費

研究企画調整費 4,800,000

21,712,520試験研究指導費

試験研究用備品等設備整備 301,307,984

(財 )滋賀県工業振興協会への助成 30,770,881

45,310,000工業技術振興基金の積立

庁舎等管理運営費 (普及広報費を含む ) 50,503,872

目

的

別

歳

出

の

状

況

2,500,000円科学技術振興プラザ開催

金   額概 要
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歳 出

2,066,201628,482,564630,548,765計

2,066,201625,092,799627,159,000/」ヽ 計

2008,8009,000公  課  費

49089,241,51089,242,000積  立  金

24,17629,382,82429,407,000助
金

補
付

金
交

担
び

負
及

191,016292,743,984292,985,000備 品購 入 費

108,2009,322,8009,431,000
び
料

及料
借

用使
賃

1,04023,410,96023,412,000委  託  料

400,5623,959,4384,360,000役  務  費

543,10954,489,89155,033,000需  用  費

479,5213,130,4793,610,000旅 費

253,8001,523,2001,777,000報  償  費

4,04217,594,95817,599,000共  済  費

58,94535,348,05535,407,000職 員 手 当

1,10059,079,90059,081,000給    料

5,856,0005,856,000報 酬

工

業

技

術

セ

ン

タ

費

中

小

企

業

費

3,389,7653,389,765/」ヽ 計

20,08020,080
び
料

及料
借

用使
賃

37,00037,000役  務  費

156,900156,900需  用  費

1,160,7851,160,785旅 費

575,000575,000報  償  費

♂1,440,00♂1,440,00♂報    酬

工

業

振

興

費

商

　

工
　

業

　

費

商

工

費

節目項款
残   額執 行 額予 算 額

科 目
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歳 入 (単価 円)

計 406,530,473406,530,473402,953,000

33,165,000諸 収 入 33,165,00033,165,000 日本自転草振興会補助金

262,034,000繰 入 金 261,292,980261,292,980 工業技術セツター施設整備基金取り崩し

42,310,000寄 付 金 45,310,00045,310,000 工業技術振興基金寄付金

59,944,000財 産 収 入 59,944,14859,944,143
工業技術セツター施設整備基金運用収入
工業技術振興基金運用収入

5,500,000び
料

及料
数

用使
手

6,818,3506,818,350
試験分析機器等設備使用料 3,969,000円

試験等手数料      2,849,350円

科   目 収入済額調 定 額予 算 額 摘 要
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○滋賀県行政組織規則 (抄 )

改正 昭和60年 4月 1日 規則第14号

昭和61年 4月 1日 規則第21号

昭和61年 10月 13日 規則第64号

滋賀県行政組織規則をここに公布する。

滋賀県行政組織規則

滋賀県行政組織規程 (昭和30年滋賀県規則第31号 )の全部を改正する。

第 1章 総  則

(目 的 )

第 1条  この規則は、知事および出納長の権限に属する事務を処理するため、必要な組織を定める

とともに、事務の分掌を明確にし、もつて行政事務の能率的な遂行を図ることを目的とする。

(機関の設置および分掌事務 )

第 2条 前条に規定する組織を構成する機関およびその分掌事務は、法今または条例に定めるもの

を除 くはか、この規則により定めるものとする。

(機関の種別 )

第 3条 前条に規定する機関をわけて本庁、地方行政機関、その他の機関および附属機関とする。

(昭和52規則16。 一部改正 )

第 4章 その他の機関

(設置 )

第10条 その他の機関として別表第 3条に掲げる機関を置き、その位置および管轄区域は、同表に

定めるとお りとする。

(課、係、支所等の設置 )

第11条 次の表の左欄に掲げるその他の機関に、それぞれ当該右欄に掲げる局、部、図書館、付属

病院、課、科および係を置 く。

工業材料係、化学食品係、デザイン係技術第二科

技術第一科 電子応用係、機械応用係

管理係、企画係企画管理課

工業技術センター

(分掌事務 )

第12条 前 2条に規定するその他の機関またはその他の機関の局、部、図書館、付属病院、課、科、

係、支所および分場の分掌事務は、次のとお りとする。

t堰督贅騒蔀昼亀:|
昭和60年 6月 1日 規則第31号

昭和61年 10月 1日 規則第63号

昭和62年 4月 1日 規則第15号
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デザイン係 (1)産業デザインに関する研究および指導に関すること。

化学食品係 (1)化学および食品に関する試験研究および指導に関すること。

工業材料係

技術第二科

(1)工業材料に関する試験研究および指導に関すること。

機械応用係 (1)機械技術に関する試験研究および指導に関すること。

電子応用係
(1)電気・電子技術に関する試験試験研究および指導に関するこ

と。

企 画 係

試験研究の企画調整に関すること。
工業技術の情報および調査研究に関すること。
工業技術振興協会に関すること。
その他工業技術の振興に関すること。

O)
停)

●)

は)

管 理 係

技術第一科

企画管理課

工 業 技 術

セ ン タ ー

(1)セ ンターの庶務に関すること。

(2)そ の他他の科および係に属さない事項

付 則 (昭和61年規則第64号 )

この規則は、公布の日から施行する。

付 則 (昭和62年規則第15号 )

この規則は、公布の日から施行する。

別表第 3

5 商工労働部所属

(1)滋賀県工業技術センター

(2)滋賀県立信楽窯業試験場

(3)滋賀県繊維工業指導所

(4)滋賀県立機械金属工業指導所

(5)高等職業訓練校

滋賀県立車津高等職業訓練校

滋賀県立彦根高等職業訓練校

滋賀県立長浜高等職業訓練校

(6)滋賀県婦人就業援助センター

栗太郡栗東町

甲賀郡信楽町

長  浜  市

彦  根  市

草  津  市

彦  根  市

長  浜  市

近 江 八 幡 市
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○滋賀県工業技術センター施設整備基金条例

1綴督督憂洗昼ザニ)

改正 昭和60年 3月 29日 条例第12号

〔滋賀県工業技術試験研究施設整備基金条例〕をここに公布する。

滋賀県工業技術センター施設整備基金条例 (昭 60条例 12・ 改称 )

(設置 )

第 1条  滋賀県工業技術センターの施設 (以下「施設」とい う。)の整備を円滑に行 うため、滋賀

県工業技術センター施設整備基金 (以下「基金」という。)を設置する。

(昭 60条例 12・ 一部改正 )

(積立て)

第 2条 基金として積み立てる額は、その積立をする年度の一般会計戒入歳出予算 (以下「予算」

とい う。)で定める額とする。

(管理 )

第 3条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実勝つ有利な方法により保管 しなけ

れイゴならない。

2 基金に属する現金は、必要に応 じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

(運用益金の処理 )

第 4条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上 して、この基金に繰 り入れるものとする。

(繰替運用 )

第 5条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻 しの方法、機関および利率を定め

て、基金に属する現金を歳計現金に繰 り替えて運用することができる。

(処分 )

第 6条 知事は、施設の整備に要する経費の財源に充てるために、予算の定めるところにより、基

金を処分することができる。

(委任 )

第 7条  この条例に定めるもののほか、基金の管理に関 し必要な事項は、規則で定める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。

付 則 (昭和60年条例第12号 )

この条例は、昭和60年 4月 1日 から施行する。
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○滋賀県工業技術振興基金条例

昭和60年 3月 29日

滋賀県条例第13号

滋賀県工業技術振興基金条例をここに公布する。

滋賀県工業技術振興基金条例

(設置 )

第 1条 工業に関する技術開発基盤の強化を図 り、工業技術の振興に資するため、滋賀県工業技術

振興基金 (以下「基金」とい う。)を設置する。

(積立て)

第 2条 基金として積み立てる額は、その積立てをする年度の一般会計歳入戒出予算 (以下「予算J

という。)で定める額とする。

(管理 )

第 3条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管 しなけ

ればならない。

2 基金に属する現金は、必要に応 じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

(運用益金の処理 )

第 4条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上 して、基金の設置の目的を達成するために必要

な経費の財源に充て、またはこの基金に繰 り入れるものとする。

(繰替運用 )

第 5条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻 しの方法、期間および利率を定め

て、基金に属する現金を歳計現金に繰 り符えて運用することができる。

(委任 )

第 6条  この条例に定めるもののほか、基金の管理に関 し必要な事項は、規則で定める。

付 則

この条例は、昭和60年 4月 1日 から施行する。
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○滋賀県使用料および手数料条例 (抄 )

1協督替憂洗塁亀:)
改正 昭和60年 12月 24日 条例第41号   昭和61年 10月 13日 条例第38号

昭和62年 3月 23日 条例第 8号

県議会の議決を経て滋賀県使用料及び手数料を次のように制定する。

滋賀県使用料および手数料条例

第 1条 地方自治法 (昭和22年法律第67号 )第 225条 および第227条 の規定に基づ く使用料および手

数料については、別に定めるもののほか、この条例の定めるところにより徴収する。

(昭39条例 4・ 全改 )

(使用料および手数料の額 )

第 2条 前条の使用料および手数料ならびにその額は、次のとお りとする。

(50)の 2 工業技術センター試験等手数料

別表第 4の 2に定める額

第 3条 使用料および手数料は、規則で特別の定をする場合を除き、使用の開始または申請と同時

に徴収する。ただ し、授業料は、分割 して徴収することができる。

(昭28条例 19・ 全改、昭60条例41。 一部改正 )

第 4条 削除

第 5条 削除  (昭27条例27)

第 6条 使用料および手数料は如何なる事由があってもこれを還付 しない。ただ し、知事が必要と

認めた場合はこの限 りでない。

第 7条 試験または検査のため提出 した物件はこれを還付 しない。ただ し、特別の事由がある場合

はこの限 りでない。

第 8条 知事は、特別の事情があると認める者に対 しては、使用料または手数料を減免することが

できる。

(昭38条例27・ 全改 )

第 8条の 2 詐偽その他不正の行為により使用料または手数料の徴収を免がれた者については、そ

の徴収を免がれた金額の 5倍に相当する金額以下の過料を科する。

第 9条  この条例に定めるものの外、使用料および手数料の徴収に関 して必要な事項は、規則で定

める。

(昭28条例 19・ 全改 )

付 則

この条例は、公布の 日から施行する。

付 則 (昭和62年条例第 8号 )

この条例は、昭和62年 4月 1日 から施行する。

別表第 4の 2 省略
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○滋賀県行政財産使用料条例 (抄 )

口召不日39年 3月 30日

滋賀県条例第 5号

改正 昭和60年 3月 29日 条例第15号  昭和60年 12月 24日 条例第42号

昭和62年 3月 23日 条例第 9号

肱賀県行政財産使用料条例をここに公布する。

滋賀県行政財産使用料条例

(趣 旨)

第 1条 地方自治法 (昭和22年法律第67号 )第238条 の 4第 4項の規定に基づき、許可を受けて使

用する行政財産に係る使用料については、別に定めるもののほか、この条例の定めるところによ

り徴収する。

(昭50条例 6・ 一部改正 )

(使用料の額 )

第 2条 前条の使用料の額は、別表に掲げるとお りとする。

第 3条 電気、水道またはガスを一定の量をこえて使用 した場合は、一定の量をこえる量に対応す

る金額を前条の使用料に加算 して徴収する。

2 前項のほか、火災保険料、暖冷房費その他管理上の経費を必要とする場合は、その料金を前条

の使用料に加算 して徴収する。

(納付の時期 )

第 4条 使用料は、使用の開始または申請と同時に納付 しなければならない。ただ し、使用期間が

長期にわたるものについては、分割 して納付することができる。

(還付 )

第 5条 既納の使用料は、還付 しない。ただ し、使用者の責めに帰さない理由により使用許可を取

り消 した場合は、この限 りでない。

(減免 )

第 6条 知事は、特別の事情があると認める者に対 しては、使用料を減免することができる。

(過料 )

第 7条 許偽その他不正の行為により使用料の徴収を免がれた者については、その徴収を免がれた

金額の 5倍に相当する金額以下の過料を科する。

(委任 )

第 8条  この条例に定めるもののほか、行政財産の使用料につき必要な事項は、規則で定める。

付 則

1 この条例は、昭和39年 4月 1日 から施行する。

付 則 (昭和62年条例第 9号 )

この条例は、昭和62年 4月 1日 から施行する。

別表  省略
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○滋賀県工業試験研究機関試験等取扱要綱

1綴督皆暮卓塁与え|

改正 昭和62年 3月 23日 告示第142号

滋賀県工業試験研究機関試験等取扱要綱を次のように定める。

滋賀県工業試験研究機関試験等取扱要綱

(趣 旨)

第 1条  工業技術センター、信楽窯業試験場、繊維工業指導所および機械金属工業指導所 (以下

「工業試験研究機関」という。)が行 う試験、測定および分析 (以下「試験等」とい う。)の依頼

手続等については、別に定めがあるもののほか、この要綱の定めるところによる。

(試験等の依頼 )

第 2条 試験等の依頼を しようとする者 (以下「依頼者Jと い う。)は 、別に定める依頼書を工業

試験研究機関の長 (以下「所長等」とい う。)に提出 しなければならない。

(成績書の交付 )

第 3条 所長等は、試験等が完了 したときは、試験成績書を依頼者に交付するものとする。

(手数料の細 目)

第 4条 滋賀県使用料および手数料条例 (昭和24年滋賀県条例第18号 )牙1表第 4の 2、 別表第 5お

よび別表第 6に規定する手数料の額の細 目は、別表のとお りとする。

(雑則 )

第 5条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

付 則

この要綱は、昭和61年 4月 1日 から施行する。

付  貝」 (口召和62年告示ε君142号 )

この告示は、昭和62年 4月 1日 から施行する。

別表 省略
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試 験 分 析 依 頼 書

滋賀県工業技術セ ンタ〒所長 殿

T

住     所

氏名または名称

代 表 者 名

連  絡  者

下記試験等を依頼 します。

試料品名

依頼事項

設備番号 使用時間設 備 名 称

日召不]  年 月 日

奮 (  )

⑩

　

⑩

数 量

担 当調 定 利 用 者

コ ー ド

十回

↓

　
※
こ
こ
か
ら
下
欄
は
記
入
し
な

い
で
下
さ
い
。

450欧 文

350和 文

複   本 合  計 円

項  目試験別 整理番号金額 (円 )単 位単 価 受領 E「通

成 績 書
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号

日

第

昭和  年  月

昭和  年  月

試 験 成 績 書

殿

滋賀県工業技術センター所長

日に依頼のあ りました供試品の試験結果は、下記のとおりです。

記
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1.500温度測定 (接触式)116

電磁遮蔽特性測定115

2、 000

3,000

1測 定磁気特性測定114

3,000l測 定波 形 解 析113

2501 枚焼増 しl12

2 000波形写真撮影111

1,500漏えい電流測定110

1 000周波数測定109

絶縁抵抗測定108 1測 定

耐衝撃電圧試験107

1「べ看父106

1、 500

1,500

1 500

1 500

そ の  他

耐電圧武験

105

1、 500インアクタンス瀕陀104

103

1 500

1,500

インピーダンス測定

静電容量測定

102

1,500l測 定抵 抗 測 定電

気

特

性

の

測

定

101

金 額単  位項 日

電気・電子試験

材 料 試 験

試験分析手数料 (S.62.4.1施イ∋

2、 500l試 料熟伝導率側定249

2,0001試料 1項 H248

5,000磁粉探傷

フィルム特性試験

247

5,000l rk料超青波探傷翡

晏

験

246

5()(〕1 枚焼増し245

6,0001よ 料点分析244

1,5001成 分″  ナ曽カロ243

10,0001成 分線分析242

1,5001成 分チ曽方口241

10,0001成 分
微

小

Ｘ

線

分

析

240

1,5001 4見 ヨ予イ  ク  )す帝力‖

X線像

239

8,0001 ネ見妥予

電

子

顕

微

鏡

試

験

238

2501 枚焼 き増 し237

1,500ユ試料試料調整236

2 000マクロ235

2,000実体顕微鏡234

2 000l ネ見ョ子金属顕微鏡

金
属
組
織
試
験

233

2,000西原式摩耗試験(金属)232

2 0001試 料
テ ーバ ー式 摩 耗 試 験

(ブ ラ ス チ ノク系 )

231

100ユ測 定″   増加測定230

2,2001試料llld陀まで硬 さ分布試験229

800デュロメーター228

800バ ー コ ル227

4 000高温ビノカ~ス226

800マイクロビノカ~ス225

800ビ ッカース224

800

800

800〕試料1測定

硬

さ

試

験

221

222

223

300増加

ショアー

ブ
'ネ

ル

ロ ノクウエル

220

1 700振動(プラスチック)219

2 000

600

lH+問
疲

労

試

験

金 額単  位項 II

217 ,服 [拍諄ねじり(係 )

218 ″ ク ″イク)ナ静ゥ‖

2,000実物強度216

1 000深絞り (金属)215

1,000エ リクセ ン214

l,600ねじり (金属 )213

1、 200衝撃212

l,200接着力 (金属)211

1,200剪断 (金属)210

1 200曲 げ209

1,200圧縮208

1,200引裂 (金属 )207

1,200抗折 (金属)206

300絞 り205

300伸 び204

耐 力203

1,200

1,200

降伏点202

1,2001試 料引張

度

試

験

201

金 額単  位項 目
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2,500メノキ・塗装厚さ

400

312

313

314

′
 2,500i次 元座標

1曽カロ

ねじ角度311 1 100

ねじ有効径310 1 100

ねじピッチ

特

殊

測

定

309 1,100

1.000平面度

1,900真直度

1.000表面粗さ

形

状

測

定

305

306

307

308

2 000

(精度l分 を要する)

真円度

2 000

角度 (精度l分を要さな,〕 1 100

2,000

1,1001測 定

金 額単  位■1      日

301

302

氏 さ (精度 1/1000ミ リ
メー トルを要さない)

ケ (名 I度 1/1,000ミ
リメー トルを要す る )

303

304

精 密 測 定

環 境 試 験

化 学 分 析

食品物性・徴生物試験

成績書の複本

物 性 試 験

(サ i:)1

2

3

使用時間にこの表の単位木i前の端数があるときは、
そのjlll数 を切り|!(ギ るt,の とする。

rk験 に要するttl十 1が この表に定める

“

Aを tlkえ るとき
は、その実tkを 微HXす る。
この表以外に特殊を試験を行う助合および特別に要

した費用1こ ついては、その実ばtを 微J又する。

605 2.000l成 分ク  イケと|||〕

604 4,000全 成 分

(″ )ナ韓力‖

イク
)

603 700

1,5001成 分金 属 その他 測 定 分析
(定 lyf:)

602

601 7001試 料pH測 定

項 日 金 額単  位

413 14,000デューサイクルサンシ
キ,イ ンキセ ノ ン1武 F強

紫外線ウェザー試験412 18,00024‖寺問

300増 加411

1,0001時 間恒温恒湿試験410

409 501試 料)'Prl力 II

408 2.50024時 間5試料

″  '曽力Π 501試 料

1,50024時間5試料キャス406

407

405 1,200″   増 加

店

食

試

験

404 3,000lHキ 闘

403 900振 動 測 定

振 動 試 験

402 1 200

音

定

駆

測

401 900

金 額単  位

lヶ 所

項 日

蹴吉 レベル

周波数分析

722 2 0001試 料lll土 測 定

アミノ酸分析721 10,0001試 料

2,0001試料1項目酵素力測定720

719 3 0001試 料菌数測定

2501 枚// 焼 き増 し718

微
生
物
武
験

717 2 111101視 野飯微鏡

1試 料水分活性試験716 1,200

715 2,00024‖手間″  増 加

十F二温 lll l最
食
品
保
存
＝
試
験

714 3,00024時 間10試料

1.200l試料1項目713

712 2,0001成 分1/L It)

食品物性は験

全 成 分711 4,000

710 700(″ )ナ itlJ‖

r″
)

食F,i奉 加物 (定性 )709 1,500

708 2 000その他食品分析

707 2 000塩 分′

2 000

2 000粗繊維

令 楯

705

706

灰  分704 2,000

水 分703 2,000

702 2 000粗脂肪

2 000l成 分粗たんぱく!i

定

量

分

析

金 額単  位項 日

701

4501 通802

801 3501 通

金 額単  位

文

H項

欧

和    文

熱変形温度試験

800

2,0001試 料

2 0001時 間

単  位

言i温 クリープI式験

503

501

502 ″     ナ髯力‖

項     田 金 額
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○滋賀県工業試験研究機関試験研究等施設使用要綱

1協磐畳暮拿塁与盈)

改正 昭和62年 3月 23日 告示第141号

滋賀県工業試験研究機関試験研究等施設使用要綱を次のように定める。

滋賀県工業試験研究機関試験研究等施設使用要綱

(趣 旨)

第 1条  工業技術センター、信楽窯業試験場、繊維工業指導所および機械金属工業指導所 (以下

「工業試験研究機関Jと い う。)の設備の使用等については、別に定めがあるもののほか、この

要綱の定めるところによる。

(使用の許可 )

第 2条 工業試験研究機関の設備の使用の許可を受けようとする者は、あらか じめ別に定める設備

使用許可申請書を当該工業試験研究機関の長 (以下「所長等」とい う。)に提出 しなければなら

ない。

2 所長等は、前項の設備使用許可申請書の提出を受けた場合は、これを審査 し、適当と認めたと

きは許可するものとする。この場合において、必要と認めるときは、条件を付すことができる。

(使用時間 )

第 3条 設備の使用時間は、工業試験研究機関の職員が勤務 している日の午前 9時か ら午後 5時

(土曜 日にあっては、午前 9時から正午)ま でとする。

2 前項の規定にかかわらず、所長等が特に必要と認めたときは、使用時間を変更することができ

る。

(使用の開始の申出等 )

第 4条  前条の規定により設備の使用許可を受けた者 (以下「使用者」という。)は、設備の使用

を開始 しようとするときおよび終了したときは、所長等にその旨を申し出な t―
jればならない。

(使用の変更)

第 5条 使用者は,使用許可を受けた期間、時間等を変更 しようとするときは、あらか じめ所長等

の承認を受けなければならない。

(使用者の遵守事項 )

第 6条 使用者は、当該設備の使用に当たっては、次に掲げる事項を守 らなければならない。

(1)当該使用許可を受けた目的以外に使用 しないこと。

(2)善良な管理者の注意をもって使用すること。

(3)所長等および所長等の指揮を受けた者の指示に従 うこと。

(使用料の細 目)

第 7条 肱賀県行政財産使用料条例 (昭和39年滋賀県条例第 5号 )男J表第 6号および第 7項に規定

する使用料の額の細 日は、別表に掲げるとお りとする。

(使用料の免除 )
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第 8条 次の各号に掲げる場合は、使用料を免除することができる。

(1)設備の使用申込者が、当該工業試験研究機関と共同して、または当該工業試験研究機関の委

託を受けて試験、研究、調査等を行 う場合

(2)前号に準ずる場合で、所長等が必要と認める場合

(賠償責任 )

第 9条 所長等は、使用者がその責に帰すべき事由により設備を減失 し、またはき損 したと認める

ときは、当該使用者に、その負担において、減失 し、またはき損 した設備の補てんまたは修理を

させることができる。

(使用許可の取消 )

第10条 所長等は、使用者が第 2条第 2項の規定により付された条件に違反 したときまたは第 6条

各号に掲げる事項を守 らないときは、使用許可を取 り消すことができる。

(雑則 )

第11条  この要綱に定めるもののほか、設備の使用等に関 し必要な事項は、別に定める。

(雑則 )

付 則ヽ

1 この要綱は、昭和61年 4月 1日 から施行する。

2 滋賀県繊維工業指導所および滋賀県立機械金属工業指導所設備使用規定 (昭和32年嫁賀県告示

第102号 )は 、廃止する。

付 則 (昭和62年告示第142号 )

この告示は、昭和62年 4月 1日 から施行する。

別表 省略
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試験研究用設備使用申請書

昭和  年  月  日

滋賀県工業技術センター所長 殿

住     所

氏名または名称               ⑩

代 表 者 名               ⑩

使 用 者 名

次の使用条件 を遵守のうえ、下記のとおり設備を使用したいので申請 します。

使用条件

1.職員の指示に従い使用します。

2.使用目的以外の使用はしません。

3.善良な管理者の注意をもって使用します。

4.使用者の責に起因して発生した損害は申請者の負担とします。

言己

円ハ 計

設備番号 単価 (円 )使用時間 (H)設 備 名 称 金額 (円 )

イ吏 用 目 白勺

使 用 期 間
自 日召不日

至 日召和

年

年

月

月

日

日

時

時

分

分

本 件 承 認 し て よ ろ し い か

担 当調 定合   議次 長所 長 利用者コード整理番号
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1.電気、電子計測機器

電気・磁気環境

計 測 機 器

観   測

記 録 装 置

設 備 使 用 料 (S.62.4.1施行)

発 生 器

変 換 装 置

磁気特性測定装置

2.機械試験機器

精 密測定

機 械 試 験

06 100同電磁波発生装置

05 1、 100同高精度防害波測定装置

400同防害波測定装置防害波
測定装置

04

600同雑音総合評価試験機03

400同ライ トニングシミュレータ02

8001時間耐電圧試験システムA01
金 額単 位機  器 名 称

06 400同DC電圧電流発生器

05 200同AC電圧電流発生器

04 300同標準信号発生器

100同パルス発生装置03

100同発 振 器02

1001日手間ファンクションジェネレータE01
金 額単 位機  器 名 称

100同ダイヤル可変抵抗器04

03 100同抵抗減衰器

500同光電変換器02

1日寺問同波数変換器F01 400

金 額単 位機  器 名 称

18 200同記録電力量計

17 100同3 ホロ 用

100同単 十日 用
電力

電力量計

16

100同位 相 計15

100同Qメ ー タ14

同ひずみ率計13 100

ユニバーサ ルカウンタ12 100同

11 400同高周波LCRメ ータ

LCR
メータ

10 400同デジタルLCRメ ータ

09 200同デジタルマルチメータ

08 200同マルチロガー翻王国充
ill定装置

400同直流精密測定システ′、07

100同接地抵抗計06

100同表面抵抗計05

100同絶縁抵抗計04

100同微小直流電圧計03

100同表面電位計02

1001時間静電電圧計B01
金 額単 位機 器 名 称

700FF〕磁気特1上 測定装置03

02 100同ガウスメータ

1001時間磁 束 計G01
金 額単 位機  器 名 称

回線 トレーサ08 100同

07 600同ロジックアナライザ

06 500同半導体カーブ トレーサ

05 800同波形記憶解析処理装置

形
定

置

波
測
装

04 400同ウェーブメモライザ

400同デジタルストレージオンロ03

400同ストレージスコープ02

4001口手間シンクロスコープ
オシロ

スコープ

C01
金 額単 位機  器 名 称

400同万能投影器15

電 磁 式14 100FHI

100同うず電流式,英 厚
測定機

13

12 400同超音1皮ナ事さ三十

100同ブ ロ クゲージ (0級 )]1

10 500同

100同電子マイクロメータ

オー トコリメータ

09

300F〕非接触変位計08

300同レーザー外径測定装置07

600同万能測長機06

05 800同真円度測定機

800同輪郭形状測定機

800同

100同ハンディ表面粗さ計

表面粗さ測定機
表面粗さ
韻1定機

02

03

04

1 0001日手間:次元測定機J01
金 額単 位機 器 名 称

200F〕x一 Yレ コーダ04

記録計 (多 点ペシ式)03 200同

400同電磁 オシログラフ02

D01 1001時間データレコーダ

金 額単 位機  器 名 称

|ビ翌世

l

同
小型振動試験機

振動試験機

振 動

試験機

04

05

500

100「lllボルト軸力計03

静ひずみ測定機02 400同

4001時間動ひずみ測定機ひずみ

測定機

K01
時 間単 位機  器  名  称
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1001時間水圧試験ポンプ07

900キ嘗ピ担

1,0001時間
落下衝撃試験機K06

金 額単 位機  器 名 称

材 料 試 験

微 小 観 察

試 料 調 整

環   境

3.物理量測定機器

.化学分析機器

分  析

4

1 0001日キャス It験機06

100同精密高温槽05

1001時間ウォーターバス
lh水榊

04

300

4001時間
低温恒温恒湿槽03

500

6001時間
紫外線ウェザーメーター02

500
1ロキ門増

6001時間デューサイクルサンシャイン

キセノンウェザーメーター
001

金 額単 位機 器 名 称

1.000同

500磁粉探傷装置非破壊
試験装置

21

22

300FI

同

バ ー コ ル20

300同デ ュロメー タ19

1.000ビ /カ ース18

500マイクロビッカース17

500ビ /カ ース16

500ロ ノクウエル15

200ヨ  ア14

500同
'レ

ブ リ

硬

さ

試

験

機

lR

300同アイゾ ット12

300同シャルピー衝 撃
試好交機

11

400同テ ー バ 式10

1001時間西 原 式摩 耗
試験機

09

300

4001月手間
万能渡れ Jk験機 (薄板用)08

600

900F〕
渡労試験機 (引張・圧縮 )07

100同エ リクセ ン試七交機06

1001ロキ間深絞 り rk験機05

800

900同
高温クリープ試験機04

900同ねじり試験機03

900同イ ンス トロ ン型万能試験機02

9001時間万能材料試験機L01
金 額単 位機  器 名 称

400同熱伝導率計19

100同電 子 天 下T18

100同17

100同振

11■

動  計

度  計

100同歓 吉 言|15

16

100同14

500同光スペ クトルアナライザー

ス トロボスコープ

13

1 000同熟映像計測装置12

400同多点温度記録装置11

100同熱電対温度計10

100同放射温度計09

100同ハ ンデ ィ温湿度計温
湿
度
測
定
装
置

08

100同07

100同06

100同圧    力

I呵 転 計

05

100同変    位04

100同卜  ,レ   ク03

100同加 速 度物
理
量
変
換
器

02

200lH寺間ヘーズメータR01
令 箱堂 怖騨 器  宅  称

400同ク ロ08

4,000同走査型電子顕微鏡07

1,200同画像解析装置06

同生物顕微鏡05

200

200

同偏光顕微鏡04

200同金属顕微鏡03

10002

100lH寺問M01
金 額単 位機  器  名 称

07

１０〇

一
５０〇

一
２００

一

ボータブル05

06

400同
一同
一同
一同

湿式ベルト粗研摩機04

500同試料研磨機03

500司精密低速切LFr機02

500

金 額単 位名

N0 1¬

700

500

同
一

10

ll

12

300同全

ガスクロマ

液体 クロマ

グラフ

グラフ

300同電解分析装置08

09

300同電位差油t記録装置07

300同定電位電解装置06

05

1司

同

白記分光光度計04

1司03

同分光光度計

赤外分光光度計

分
光
光
度
計

02

２０〇

一
２０〇

一
５０〇

一
６０〇

一
９００

1日手間電子式水分計S01
金 額単 位機  器 名 称
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28 600同熟分析装置

2、 500同X線回折装置27

26 2 500同蛍光x線分析装置

3,000同ICP25

24 200同COD測定装置

100同BOD測 定装置23

100同ポータブル濁度計22

1,100同21

1 100同アミノ酸分析装置20

1,000同炭

800同原子吸光分析装置18

600同リン自動分析装置17

1,500同核磁気共1鳥 分析装置16

500同パルス核磁気共鳴分析装置核 磁 気
分
置

鳴
姜

共
析

15

800同自動式室素/蛋白質迅逃定量装置14

3001時間二波長デンシトメータS13
金 額単 位機 器 名 称

100同吸着テス ト装置20

100同分析用試料粉石4機19

300同プラスチック試料調整装置18

500同臨界点乾燥装置17

500同真空茶着装置16

500同イオンコーテイング装置15

500同ガラスピー ト装置14

200同圧縮装置13

2001時間細胞破砕装置U12
金 額単 位機  器  名 称

物性評価

試 料 調 整

5.食品加工機器

6.工作機器等

(注 )使 用時間にこの大の11イ i木前の瑞数があると III、 その

'出

数 を切 り 1:げ るものとする
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200同041ブ レ ッシャーク ノカ~
100同03 卓上真空包装機

200同真空煮練機02

2001時間真空らい潰機W01
金 額単 位機  器 名 称

同ガス透過率測定装置17

16 600

500

F〕熟変形温度測定機

メルトインデクサ15 400同

500同レオメータ14

13 200同超音波弾1生 率測定装置

400同テ ク スチ とロ メー タ12

11 100同回転精度計

100同デジタル携帯用光沢計10

動的 llt弾 1生 測定装置09 1 200同

500同全自動分極装置08

油分濃度計07 100同

06 100同pHメ ータ

同粒度分布測定装置05 500

04 300同色素メータ

300同水分活性測定装置03

02 200同ヘ リウム比重計

1001時間精密ア ンベ屈折計T01
金 額単 位機 器 名 称

24

23

22

21

500同アルゴンガス浴接機
スホ ット溶接機 Fl

糸 の こ盤
バ ンドツー

「
l 200

か ん 100

20

300同溶
接
機

19

100同18

200同ボ ー ル

ベ ンチブレス

炭酸ガス溶接機

17

500同

500フライス盤

500同旋   盤14

15

16

200同乾 煤 機

400同両頭 グラインダ12

13

400同ドリルシンニング盤
研
摩
機

10

11

400同ド リ

09 700

08 300

切
断
機

07 200

200プラスチ ック06

100

1001時間
マ ンフ ル炉05

2,900

3,0001時間
ガス浸炭炉04

2 000
03

2 0001時間
真空熱処理炉

600
02

7001日寺問
電気加熟炉

400

1日寺間
超高速昇温電気炉

加
　
　
筑
一
　
　
炉

X01
500

金 額単 位機 器 名  称

200同振 とう席養装置11

200同粉体混合機10

100同電気調F電 器09

08 200同ワールブルグ検圧装置

同高圧減菌器07 100

200同凍結真空乾燥装置06

プラズマ リアクタ05 400同

300「F∫電気泳動装置04

高速冷却遠心分離機03 300阿

阿卓遠 心
分離機

02

100

200

1日寺間ホモ ジナイザU01
機  器 名 称 金 額単 位



○滋賀県工業技術振興懇話会設置要綱

(趣 旨)

第 1条 滋賀県の中 。長期的な技術展望および滋賀県工業技術センターのあ り方について産業界な

らびに学識経験者等の各分野から専門的な意見または提言等を得、本県の工業技術の振興に資す

るため、工業技術センター内に滋賀県工業技術振興懇話会 (以下「懇話会」とい う。)を設置す

る。

(組織 )

第 2条 懇話会は、委員22名 以内で組織する。

(構成 )

第 3条 委員は、次の各号に掲げる者の うちから、知事が委嘱 し、または任命する。

(1)県内企業の代表者

(2)学識経験を有する者

(3)関係行政機関の職員

(4)その他知事が適当と認める者

2 委員の任期は、 2年 とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者

の残任期間とする。

3 委員は再任されることができる。

(座長 )

第 4条 懇話会に座長を置き、委員の互選によって定める。

2 座長は、会務を総理 し、懇話会を代表する。

3 座長に事故があるときは、あらか じめ座長の指名する委員がその職務を代理する。

(専門部会 )

第 5条 座長は、必要に応 じ、懇話会に専門部会を置 くことができる。

2 部会に属する委員は、座長が指名する。

3 部会に部会長を置き、座長の指名する委員をもって充てる。

4 部会長は、部会の会務を総理する。

(幹事 )

第 6条 懇話会に幹事若千人を置 く。

2 幹事は、県の職員の うちから知事が命ずる。

3 幹事は、懇話会の所掌事務について委員を補佐するゎ

(庶務 )

第 7条 懇話会の庶務は、滋賀県工業技術センターにおいて処理する。

(そ の他 )

第 8条  この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関 し必要な事項は、座長が懇話会に諮 って

定める。
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付 則

この要綱は、昭和60年 4月 1日 から施行する。

付 貝」

この改正は、昭和61年 8月 21日 から施行する。
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滋賀県技術相談役設置要綱

(設置 )

第 1条 県内企業の工業技術力を高め、工業の振興を図るため滋賀県技術相談役 (以下「技術相談

役」という。)を滋賀県工業技術センター (以下「センター」とい う。)に設置する。

(業務 )

第 2条 技術相談役は、センター所長の要請を受けて次の業務を行 う。

(1)県内中小企業に対する主として高度で専門的かつ将来的な工業技術課題の解決を目指 した技

術指導

(2)セ ンターの技術指導業務に対する指導、助 口

(3)その他、センター所長が必要と認める事項

(身分 )

第 3条 技術相談役の身分は、地方公務員法 (昭和25年法律第261号 )第 3条第 3項第 3号に規定

する特別職の非常勤の職員とする。

(委嘱等)

第 4条 技術相談役は、工業技術に関する学識経験を有する者の うちから大学教授 もしくはこれに

準ずる者を知事が委嘱する。

2 前項の委嘱期間は、 2年以内とする。ただ し、知事が必要と認める場合は、これを更新するこ

とができる。

(業務従事 日)

第 5条 技術相談役の業務従事 日は、月 4日 以内とし、その日はセンターの事業計画に基づき、セ

ンター所長が定めるものとする。

(報酬等 )

第 6条 技術相談役の報酬は、毎年度予算の範囲内で、別に定める額とし、月額とする。

2 費用弁償は、居住地からセンターまたは業務従事地までの往復旅費の実費を支払 うものとする。

但 し、宿泊を伴 う場合は、滋賀県旅費支給条例 (昭 46年滋賀県条例第11号)の規定を準用 し、そ

の額は、行政職給料表 6級相当職とする。

(秘密を守る義務 )

第 7条 技術相談役は、職務上知 り得た秘密を漏 らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。

(解嘱 )

第 8条 知事は、技術相談役が次の各号のいずれかに該当する場合にはこれを解嘱することができ

る。

(1)職務上知 り得た秘密を他に漏 らしたときもしくは業務の遂行状況が不適当と認められるとき。

(2)病気その他ィb身の故障のため業務の遂行に支障があるとき。

(3)その他、その職に必要な適格性を欠 くとき。
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(災害補償 )

第 9条 技術相談役の公務災害については、滋賀県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償

等に関する条例 (昭和42年滋賀県条例第43号 )の定めるところによる。

(庶務 )

第10条 技術相談役に関する庶務は、センターにおいて行 う。

(そ の他 )

第11条  この要綱に定めるもののほか、技術相談役の設置に関 し必要な事項は、知事が別に定める。

付 則

この要綱は、昭和61年 3月 1日 から施行する。
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特別技術相談役制度の創設について

61.  5. 23

工業技術センター

1。 目的

技術革新の進展に対応 して県内企業の技術開発力を高め、本県の工業振興を図るため、大学等

との連携のもとに、滋賀県工業技術センター (以下「センター」という。)に「特別技術相談 コー

ナドJを設置 し、産学の技術交流を推進する。

2,相談 コーナーの設置

センター内に「特別技術相談 コーナー」を開

設する。

3.相談の対象者

相談の対象者は、原則として中小企業者とす

る。

4.相談指導

1)相談内容は、概ね次の分野とする。

○ エレクトロニクス関連… (コ ンピュータ

関連、集積回路、セツサー等 )

○ メカ トロニクス関連… (ロ ボット、CA
D/CAM等 )

○ 先端加工技術関連… (難 削材、超精密切

削、特殊加工等 )

○ 新素材・複合材料関連… (高分子材料加

工、高分子複合材料、金属材料等 )

○ 食品関連… (食品製造技術、醸造技術、

バイオテクノロジー関連等 )

2)相談指導には、右に掲げる「滋賀県技術相

談役」または技術相談役が推薦する大学等の

研究者およびセンター職員が当たる。

5, 木ロラモ日

相談 日は、月 1回 とする。

また、時間は、午後 1時からとする。

6.相談の申込み

相談の申し込みは、センター技術第一科 (電

気 。電子・機械)お よび技術第二科 (工業材料 ,

食品)と する。

7.相談料

食品工学

瞭塾能劉
京都府立大学名誉教授
武庫川女子大学教授
(農 学 博 士 )

金森正雄

金属工学

1蓋暴毯隷|

京都大学名誉教授
(工 学 博 士 )

田村今男

材料工学

瞳晏豊雹暮響憲(鵬剤
同 志 社 大 学 教 授
(工 学 博 士 )

平井恒夫

制御工学

IB肇 ]子 |

一爪
工立
ぐのの中

授

授

＞
花房秀郎

機械工学

1堕留I壬 :恕梨魏ヨ
名 古 屋 大 学 教 授
(工 学 博 士 )

山口勝美

情報工学
′マイクロコンピュータ応
用技術

、周辺機器技術 |

静岡大学名誉教授
浜松情報専門学校長
(工 学 博 士 )

松本欣二

専 門 分 野現 職氏 名

毎 月 第 3木 曜 日金 森 正 雄

毎 月 第 3水 曜 日田 村 今 男

毎 月 第 3水 曜 日平 井 恒 夫

毎 月 第 3水 躍 日花 房 秀 郎

毎 月 第 2水 躍 日山 口 勝 美

毎 月 第 3金 曜 日松 本 欣 二

相  談  日技術相談役名
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相談料は、無料とする。

8.事後指導

企業から事後指導の要望がある場合は、センターと技術相談役は引き続 き技術指導を行 う。

9.申込みの受付

申し込みの受け付けは、昭和61年 6月 1日 から開始する。
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